




 都内企業数の９９％を占める中小企業は、革新的な製品やサー

ビスを創り出すとともに、地域の経済を活性化し雇用を守るなど、

東京の産業の基盤となる大黒柱として不可欠な存在となっていま

す。 

 一方で、こうした中小企業は、グローバル化やICT技術の進展

により第４次産業革命ともいわれる産業構造の変化に直面するほ

か、人口減少を背景に人材確保が課題となるなど、経営のあり方 

「東京都中小企業振興ビジョン ～未来の東京を創るⅤ戦略～ 」 
の策定にあたって 

を抜本的に見直す必要も生じています。中小企業が未来に向けて輝き続けることのできる

よう、経営環境のさまざまな変化などを踏まえながら、都として総合的で計画的なサポー

トを展開することが重要です。 

 そこで、これらの中小企業のサポートに向け、中長期的な視点に立ち、その方向性を示

すため、経営者をはじめ業界や職場の実情に詳しい団体や研究者による有識者会議を設け

て議論を積み重ね、それらを踏まえた「東京都中小企業振興ビジョン」を取りまとめまし

た。 

 ビジョンでは、中小企業の10年後の目指すべき姿を示し、その実現に向けた様々な施

策を５つの戦略のもと進めていくこととしました。経営を安定的に継続するとともに、一

層の成長を実現できる支援を充実するほか、これからの産業の担い手となる起業家のス

タートアップを力強く後押ししていきたいと考えています。さらには、地域の経済を盛り

立て、会社の基礎となる人材が快適に働くしくみづくりにもきめ細かく目配りしました。 

 このビジョンで掲げる施策を加速させるため、意欲的な高い数値目標も設定しています。

今後、中小企業・小規模企業振興条例で定めた理念を踏まえながら、このビジョンを羅針

盤に中小企業の振興を全力で進めていく所存です。 

 今年は、５月の改元を控え、新たな時代の幕を開ける節目の年となります。また、東京

２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会も来年と迫ってまいりました。大会の成

功はもとより、さらにその先の東京の「稼ぐ力」を強化するため、ビジョンの実現を通じ

て経済の屋台骨である中小企業の振興、さらには我が国経済を牽引する東京の産業をしっ

かり盛り立ててまいります。 
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東京都中小企業振興ビジョンの基本的な考え方 
 

 

○雇用や経済を支え、地域に活力をもたらす都内中小企業を取り巻く経営環境は変化を

続けており、経済のグローバル化やＩＣＴ技術等の進展などにより産業構造が大きな

転換点を迎えるとともに、人口減少など、社会経済の基盤に影響を及ぼすような、こ

れまでにない状況が生じることが予想されています。 

 

○中小企業がこうした時代の変化に的確に対応し、将来にわたり東京の持続的な成長の

担い手として輝き続けるため、この度、東京都では、中小企業振興を総合的かつ計画

的に進めるためのビジョンを作成することとしました。 

 

○効果的な中小企業支援を実施していくためには、東京の産業の現状を正確に把握する

とともに、今後想定される大きな変化とそれに伴う影響を見定めることが必要です。

そこでビジョンの第１章では、都内産業の現状及び中小企業を取り巻く環境変化とそ

れに伴う社会経済の動きを分析しています。 

 

○第１章の分析を踏まえ、第２章では「目指すべき姿」と「達成目標」を掲げるととも

に、その実現に向けた5つの戦略を設定しました。さらに、5つの戦略ごとに、全部で

２３の「施策の方向性」を取りまとめ、中小企業振興に向けた施策体系を示しました。 

 

○そして施策体系に基づいた様々な支援策を実施するにあたり、隘路となる課題を「現

在の課題」として整理するとともに、目指すべき姿や達成目標を実現するための取組

を「施策の方向性」として示し、具体性のある「当面の施策展開」も明らかにしまし

た。 

 

○それに加え、様々な施策をより効果的に展開していくため、施策のＰＤＣＡの徹底や

中小企業を支援する機関の強化、事業を活用する際の手続き面等における中小企業の

利便性向上などに係る方策についても取りまとめました。 

 

○本ビジョンは、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催後の先の

未来を見据え、これから概ね１０年程度の期間を対象とします。中長期的な視点と直

面する課題の解決に向けたサポートの考え方の両面からビジョンを作り上げています。 
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第１章 東京の中小企業を取り巻く環境とその変化 
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１ 都内産業の現状 

（１） 世界でも最大級を誇る東京の人口・経済規模 

○ 東京は人口1,300万人を超え、世界最大級の都市圏人口を持ち、製造業をはじめとす

る中小企業や大企業などの多様な集積のほか高度な都市インフラを有している。 

○ こうした特徴に加えて、東京2020大会の開催により未来に引き継ぐべきレガシーを

残すための取組を進めており、更なる発展が期待される。 

○ 一方、都内総生産の全国に占める割合は減少する傾向にあり、製造業や小売業での事

業所数や従業者数の減少も進んでいる。我が国全体の景気は堅調に推移しているが、

都内の景況の回復は緩やかなレベルとなっている。 

○ 東京都の人口は1,300万人を超え、全

国の約１割を占めている。また、国際

連合「The World’s cities data 

booklet 2016 」によると、東京の

都市圏人口は、3,814万人となってお

り、インドのデリーを上回る世界第１

位のメガシティである。 

○都内総生産（名目）は、全国の２割程度を占める約105兆円（2016年度）である。

主要国の国内総生産（名目）と比較すると、メキシコに次ぐ規模の約9,730億ドル

（1ドル=108.37円で計算）であり、一国の生産額に匹敵している。 

○また、東京は、一人当たりの県民所得が他の道府県より高いことや、国の商業統計

によると卸売業・小売業の販売額が全国の約３分の１を占めていることなどから、

巨大な経済市場を形成している。 

≪国別国内総生産（名目）≫ 

出典 東京都「都民経済計算（都内総生産等） 
平成28年度年報」 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

≪都道府県別県内総生産（名目）、 
１人当たり県民所得≫ 

0 10,000 20,000 30,000 40,000

東京 

デリー 

上海 

ムンバイ 

サンパウロ 

北京 

メキシコシティ 

大阪 

カイロ 

ニューヨーク 

≪都市圏人口ランキング≫ 

資料 国際連合「The World’s cities data 
booklet 2016 」より東京都作成 

（千人） 
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○ 我が国の国内総生産（名目）は世界経済の減速の影響などにより2009年度に約

492兆円まで落ち込んだものの、2017年度は約549兆円となっており、近年では

緩やかに回復する状態が続いており、そうした傾向は都内の総生産にも表れてい

る。 

出典 東京都「都民経済計算年報 平成28年度」 

○ 2016年度の都内総生産（名目）は約105兆円であり2009年度以降は回復傾向が

続いているものの、全国の総生産に占める東京都の割合は2割を下回り、減少する状

態が継続している。 

≪国内総生産（名目）及び都内総生産（名目）の推移≫ 

資料 内閣府「国民経済計算」、東京都「都民経済計算年報 
 平成28年度」より東京都作成 

（兆円） 
（兆円） 
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（２） 多様な産業の集積 

○ 国の「経済センサス」によると、東京の事業所数は全国の約12％の約62万所

（2016年時点）であり、また東京における従業者数は約900万人（2016年時

点）となっており、全国の約16％を占めている。 

○ 産業別・地域別の事業所数の構成比によると、製造業は大田区・墨田区・足立区の

ほか多摩地域などに集積している。こうした地域には、優れた基盤技術を有する印

刷や金属加工を行う業種に加えて、電気機械器具の製造を行う業種などの製品開発

力があるものづくり中小企業が立地しており、東京の強みの１つとなっている。 

出典  東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

  ≪産業別・地域別事業所数構成比（東京）≫ 

○ また、東京に集積している情報通信業は全国の総生産額の約4割を占めており、特に

映画・アニメといった映像や音声、ゲームを制作する等のコンテンツ産業に関わる

業種については、事業所数・従業者数とも、5割前後が都内に集まっている。 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

≪情報通信業都内総生産の推移（東京）≫ 
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全国に占める割合≫ （所） （％） 

資料 総務省・経済産業省「平成28年経済センサス」より 
東京都作成 

5 



○ 都内には都心部を中心に多くの大企業や外資系企業、金融機関が集積しているほ

か、大学や研究機関に加えて行政機関などビジネスを支える様々な機関も多く集

まっている。 

資料 文部科学省「文部科学統計要
覧（平成30年版）」より東京都作成 

≪大学の立地割合（東京）≫ 

東京 

51% 

その他 

49% 

≪資本金10億円以上 
企業の立地割合≫ 

資料 総務省・経済産業省「平成28年 
経済センサス」より東京都作成 

東京 

76.3% 

その他 

23.7% 

資料 東京都「東京の産業と 
雇用就業2018」より東京都作成 

≪外資系企業の立地割合≫ 

○ このように、東京には多様な産業が集積しており、その結果として経済の発展を通

じた情報や人の交流が生まれ、研究開発やイノベーションの苗床となるポテンシャ

ルがある。 

○ 一方で東京の事業所数・従業者数の推移をみると、従業者数は概ね900万人前後で

推移し増加傾向にあるものの、事業所数では個人事業主を中心に減少が続いてい

る。 

 

○ 産業別の事業所数の増減率は、製造業をはじめとする多くの産業でマイナスとなっ

ている。また、産業別の従業者数の増減率は産業ごとに様々であるものの、特に製

造業は他の産業と比較して大きく落ち込んでいる。 

≪産業別事業所数・従業者数増減率≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

≪経営組織別事業所数・従業者数の推移≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

東京 
18% 

その他 
82% 
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○ 東京における卸売業の年間商品販売額は約152兆円、小売業の年間商品販売額は約

16兆円となっており、ともに2014年には持ち直したものの、中長期的に見ると減

少傾向が続いている。 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

○ 小売業では、インターネットなどを通じた通信販売の売上が年々増加する一方で、

東京の商店街数は減少が続き、1商店街当たりの平均店舗数も2016年度は2013年

度と比較すると約６店舗（約12%）減少している。 

○ 都内事業所数の99％を占める中小企業の業況ＤＩについては緩やかに回復している

ものの、マイナス（業況が悪いとした企業割合が多い状態）が続いており、特に小

売業の回復が遅れている。 

≪中小企業の業種別業況ＤＩの推移（東京）≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 業況ＤＩ＝業況が「良い」とした企業割合－「悪い」とした企業割合 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

≪商店街数・平均店舗数の推移（東京）≫ 

≪年間商品販売額の推移（卸売業・小売業）（東京）≫ 

資料 ＲＥＳＡＳより東京都作成 

（兆円） （兆円） 
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≪通信販売売上高の推移（全国）≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 
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（３） 産業を支える都市インフラ 

○ 鉄道や道路をはじめとする大都市東京のインフラは、東京2020オリンピック・パ

ラリンピック競技大会の開催にとどまらず、さらに先の時代も見据えながら整備が

進められており産業を支えている。 

 

○ 東京と全国各地を強く結びつける高速鉄道網については、東京を起点とする新幹線

の整備が進められている。近年では北陸新幹線や北海道新幹線が開業する中、今後

はリニア中央新幹線も2027年の品川～名古屋間の開業に向けた整備が進められ、

東京と全国各地をビジネス面で結びつける環境の一層の充実が期待されている。 

≪東京都の交通インフラ≫ 

出典  東京都「東京都市白書」 

○ 国の報告によると羽田空港は国内48都市（2017年4月現在）、海外18か国・地域

31都市に就航しており、世界で5番目に利用者が多い。他にも、東京港の外貿コン

テナ取扱の個数は増加傾向を示しており、取扱貨物量が425万TEU※（２０１６

年）となるなど、人や物が世界と行き来する世界有数の空と海の玄関口を有してい

る。 

※TEU（Twenty-foot Equivalent Units）：20フィートで換算したコンテナ個数 

 を表す単位 
≪日本の５大港 外貿コンテナ貨物取扱個数の推移≫ 

出典  東京都「東京港の渋滞対策について」 

○ 首都圏の道路交通のネットワークでは、

その骨格となる三環状道路（圏央道、外

環道、中央環状線）が2018年6月に三郷

南IC～高谷JCT間で開通するなど着実に

整備が進んでおり、慢性的な渋滞の解消

による物流の効率化が進んでいる。 
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○ 今後は、計画的な更新と適切な維

持管理により都市インフラのレベ

ルの維持とリニューアルを進め、

50 年先、100 年先の東京の経

済・社会を支えていく良質な社会

資本ストックとして次世代に継承

することが求められている。 

≪橋梁、トンネルの経過年数（2016年3月）≫ 

出典 東京都 「2020年に向けた実行プラン」 

○ このように、充実した交通網を活用した全国へのアクセスのしやすさや新たにリノ

ベーションされていく都市機能などの高度な都市インフラは東京における大きな強

みの一つである。 

○ また、都心や地域の核となる鉄道駅

などを中心に、周辺のまちづくりと

一体となる地域特性を活かした拠点

機能の形成も進められるなど、多様

なビジネス交流拠点の整備等が確認

されている。 

≪国家戦略特区を活用した都市開発≫ 

出典  東京都ＨＰ 
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２ 大きな３つの環境変化 

（１）グローバル化の進展 

○ 経済のグローバル化は通信技術や交通手段の発達に合わせて、様々な国や地域の活

動が相互に影響を及ぼし合い、もはや切り離すことが困難なまでに一体化をしなが

ら進んでいる。 

○ 今後の東京の中小企業が直面する経営環境の大きな変化として、「グローバル化の進

展」や「ＩＣＴ技術の広がり」、さらには「人口の減少」の３つが挙げられ、会社の

経営に様々な影響を及ぼすことが想定される。 

○ 国際連合の「世界都市人口予測」によるとアジアやアフリカ諸国などの新興国で

は、目覚ましい経済発展により人口1,000万人以上のメガシティが生まれている。

こうした都市ではモバイル技術などにより情報通信の環境が飛躍的な速さで整備さ

れている。これらにより、先進国の間だけでなく新興国も含めた都市間ネットワー

クは今後も高密度に形成されていくことが見込まれる。 

 

○ 近年では経済取引のあり方等を巡り、自国の利益のみを優先する局面が生じる状況

もあるものの、今後も人・モノ・カネ・情報のネットワークが一層強まることなど

を通じ、グローバル化が進展することが確実である。 

≪世界貿易の推移（輸出ベース）≫ 

出典 ジェトロ「ジェトロ世界貿易投資報告」 

○ 世界各国では経済面での協定を結んで人、モノ、カネなどの移動をより一層自由で

活発なものとして経済の発展に結びつけようとする動きも進んでいる。 

（参考）我が国と世界各国の経済協定締結の動き 

 ➢ＴＰＰ11協定（環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定）2018年3月署名 

 ➢ＥＵ・ＥＰＡ（EUとの間の経済連携協定） 2018年7月署名 

○ グローバル化を象徴する世界貿易の

推移を見ると、世界経済の減速や資

源価格の下落などの影響により一時

的な低迷が見られる時期もあるもの

の、トレンドとして増加する基調に

あり、こうした傾向は今後も続くと

見込まれる。 
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（２）ＩＣＴ技術の広がり 

○ テクノロジーとりわけＩＣＴ技術の進歩が加速している。データ量やハードウエア

の処理能力は急激な進化を続けていることに加えて、ＡＩ（人工知能）の技術も革

新的に発展している。 

 
≪新技術の普及率が９０％になるまでに要する期間（米国）≫ 

出典 経済産業省「新産業構造ビジョン」 

○ ＩＣＴ技術が普及するスピードも

急激に速くなっている。電話が普

及するまでには５０年程度も要し

たものの、スマートフォンに関し

ては、わずか５年程度で普及した

との報告もあるなど、情報通信の

技術は年を追うごとに普及する速

度が急速になっている。 

○ このようにＩＣＴ技術は、今や社会・経済の隅々まで浸透する汎用技術となってお

り、その活用により様々な情報が国際的なレベルで瞬時に共有されるとともに新し

いビジネスが次々に生まれている。そのため蒸気機関や電気、コンピューターが浸

透した過去の産業革命に続く第４次産業革命が到来するとの予測も出ている。 

 

○ いわゆる「第４次産業革命」の中核的な技術とされるＩｏＴやＡＩなどが進展する

ことで、現実社会のあらゆる情報がネットワークを通じて自由にやりとりできると

ともに、機械が自ら学び、高度な判断をすることが可能となり、新たなビジネスが 

出典 総務省「平成28年版 情報通信白書」 

≪ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩが創造する新たな価値≫ 生み出される可能性も高

くなっている。こうした

取組は、世界各国が凌ぎ

を削って推進しており、

今後も更なる発展を遂げ

ることが見込まれる。 
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○ 平均寿命の伸長などにより、東京都の

65歳以上の人口割合は2030年に

24.7％と４人に1人が高齢者になると

予測されている。また、都の推計によ

ると東京の世帯数の動向は、単独世帯

と夫婦のみの世帯のウエイトが高く、

いずれも今後しばらくの増加が見込ま

れている。こうした流れが、都内の消

費構造に変化を及ぼすことが想定され

る。 

（３）人口の減少 

○ 東京都全体の総人口は、2025年の

1,408万人をピークに減少に転じる見

込みとなっている。特に多摩島しょエ

リアの人口は、2020年の426万人を

ピークとして、区部と比べ早期に減少

を始めることが想定されている。 

 

○ こうした人口の減少は、東京における

経済の成長を阻害するマーケットの縮

小をもたらすことが予測される。ま 

た、労働力人口の減少も続き、人材の 

≪2030年の人口割合（東京）≫ 

資料 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来 
推計人口（平成29年推計）」より東京都作成 

○ 日本の女性労働力率では、30代から

40代前半の労働力率が落ち込むいわゆ

るM字カーブが解消しつつある。一方

でスウェーデンなどと比較すると依然

として女性の労働力率は低くなってお

り、今後も多様な労働力の確保に向け

た取組が必要になると予測される。 

12 

≪全国と東京都の人口の推移≫ 

資料 「国勢調査」（総務省）、「日本の将来推計人口（平成29年

推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）、「東京都男女年齢
（5歳階級）別人口の予測」（東京都総務局）等より作成 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

≪国別・年齢階級別女性労働力率≫ 

確保や人手不足は構造的な問題として続くことが想定される。 



３ 大きな３つの変化に伴う社会経済の動き 

○ 製造業の企画開発から量産・販売、ア

フターサービスまでの収益構造を比較

すると、量産段階での付加価値は低い

との報告がある。こうしたことから、

製造業では量産面での競争よりも試作

品づくりなど他の分野で力を発揮する

ことが必要になる傾向が続くと考えら

れる。 

 （サービス化の進展） 

○ 新興国の発展など世界各国では都市化

が進展している。これから発展する都

市では人・モノ・カネの移動や飲食、

小売りなどの様々なサービス需要が生

まれる。東京の産業構造においても、

サービス関連の第三次産業の比重は高

く、今後もこのような流れが続いてい

くことが見込まれる。 

 

≪東京の経済活動別都内総生産（名目） 
・第3次産業比率の推移≫ 

出典 東京都「グラフィック東京の産業と雇用就業2018」 

【グローバル化による新たな潮流】 

○ 大きな３つの変化に伴って、社会経済の様々な場面で都内中小企業の事業活動に影響

が生じることが予測される。 

○ 経済のグローバル化により、新興国との競争が厳しさを増すとともに、世界の潮流で

あるサービス経済の伸長や持続可能な社会へ貢献する動きが進むほか、国際的に通用

する人材が一層活躍する場面が増えることも見込まれる。 

 （製造業における競争の激化） 

○ 製造業では外国に生産拠点を設ける動きやサプライチェーンの国際化が進んでいく

ものと予想される。特に、大量生産が可能な分野などでは、人件費や立地コストの

面で有利となるアジアをはじめとする新興国の企業が競争力を高めていく状態が続

くものと考えられる。 
≪バリューチェーンの川上・川下における 

競争環境の変化≫ 

出典 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開

発戦略センター「次世代ものづくり ～基盤技術とプ
ラットフォームの統合化戦略～＜中間とりまとめ＞」 
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 （グローバル人材の活躍） 

○ 世界中の人々のつながりは強まって

いる。高度な知識や技術、技能を持

つ外国人をはじめ日本で働く外国人

は毎年増え続け、現在約128万人

（2017年）となっており、近年で

は、人手不足の影響を背景に外国人

の活用を望む声が挙がっている。

2020東京大会を契機に、今後も人

の移動や交流の流れは加速していく

と見込まれる。 

 

 （経営面での新しい潮流） 

○ 近年、世界中で大型の台風や集中豪雨、干ばつなどの異常気象や大地震などの自然

災害が発生している。IPCC（気候変動に関する政府間パネル）によれば、今後、異

常気象は増えることがほぼ確実としている。世界の各国では環境問題を解決するた

め、自然エネルギーへの転換や脱炭素化といった環境問題を解決する取組が進めら

れており、東京でも同じ動きが進むことが考えられる。 

≪持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）≫ 

出典 国際連合広報センターＨＰ 

○サービス化社会が進展する中、製造業のサービス化の動きが一層進むことが予測さ

れる。一方で、サービス業が新たな技術を活用した製品を提供する動きもあり、

「ものづくり」と「サービス」の融合の動きは、今後も強まると見込まれる。 

○ 様々な社会的要請の高まりから、企業で

は環境や社会の問題に責任を持ち、持続

可能な世界の実現に戦略的に取り組むこ

とがグローバル・スタンダードとして必

要となっている。今後、国連サミットで

採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目

標）や、環境に配慮した調達なども含め

て企業を評価するＥＳＧ投資を重視する

動きなどが強まることが想定される。 

出典 内閣府「平成30年第2回経済財政諮問会議資料」 

≪外国人労働者数の推移≫ 
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【ＩＣＴ技術に伴う変革】 

（産業構造の変化） 

○ ＩＣＴ技術などの広がりにより、産業構造が変化すると見込まれている。例えば、

電気自動車や自動運転などが普及した場合、エンジンなどの部品点数は減る一方で

電動化や電子制御化に関連する部品が増えるとの試算がある。電池業界や通信業界

から参入する新たなサプライヤーの存在感が増すなど、産業の構造はこれからの10

年の間に大きく変化する可能性は高い。 

○ テクノロジーの進化、特にＩＣＴ技術が経済社会の隅々に広がることにより、様々な

場面でデータを利用することは今後益々重要となっていくと予想される。 

○ また、シェアリングエコノミーなどの新たな市場が生まれるとともに、消費者の価値

観の多様化が進むと考えられる。 

○ このように従来の業界やグループ企業

とは異なる新規参入者が現れるなど、

異業種同士がグループを結ぶ動きは

益々進むとされている。 

 

○ＩＣＴ技術の進歩により、製造プロセ

スの効率化やバイオテクノロジー等の

先端分野でのスピーディな研究開発な

どデジタル化の進む社会に対応したも

のづくりが進んでいくと考えられる。 

 

○ 企業間でデータを取り交わし、３Dプ

リンターで試作品を製作するほか、工

場では生産状況を自動で把握して運転

するなど、これまでとは異なる新たな

ものづくりの動きは、今後も進んでい

くと見込まれている。 

 

 

≪３Ｄプリンター≫ 

出典 東京都中小企業振興公社及び産業技術研究センターＨＰ 

≪電動化がもたらす搭載部品の変化≫ 

出典 経済産業省「自動車新時代戦略会議（第１回）資料」 
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（シェアリングエコノミーの広がり） 

○ 物、スキル、場所などを他人と共有してメリットを享受する、いわゆるシェアリン

グエコノミーはＩＣＴ技術による利便性の向上と同時に広がる可能性がある。 

≪シェアリングエコノミーの市場規模予測（国内）≫ 

出典 総務省「平成29年版情報通信白書」 

（ビッグデータ等によるニーズ把握） 

○ センサーなどのＩｏＴ関連機器の小型化と低コスト化により、膨大で多様なデータ

（ビッグデータ）を活用できる環境が進展することは確実である。 

≪ビッグデータやＩｏＴの活用状況≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2017」 

○ビッグデータの活用により、企業では

顧客ニーズに基づくよりきめ細やかな

付加価値の高い製品やサービスの開発

が可能となることが期待される。ま

た、生産現場における生産性の向上や

新たな需要の掘り起こしにもつながる

動きが進むと考えられる。 

○ 例えば、インターネットを通じ自動車

を共有するカーシェアリングや他人が

所有する部屋や駐車場などの不動産を

利用希望者に提供するサービスなど、

新しいビジネスが登場しており、こう

した流れが進展することが見込まれ

る。 

 

（消費者の価値観の多様化） 

○ スマートフォンの浸透に伴って消費のスタイルが変化していく。EC（電子商取引）

市場の拡大や、SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）の普及を背景に、口

コミを参考にした商品の購入が増え、商品の選択において一般消費者の側からの情

報発信の影響力が高まっていく傾向が続くと考えられる。 

○「所有から利用へ」という発想転換が 

進む中、ＩＣＴ技術などを用いた新し 

いビジネス機会が増えるとともに、ものづくり面での量産のほか、販売、消費のあ

り方に大きな変化を及ぼすことが予想される。 
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【人口減少により生じる動き】 

（世界を目指す企業） 

○ 多くの人口を有する大都市東京は、一大消費地となっている。しかし、人口減少社

会を迎えることで、今後は市場としてのステータスが相対的に低くなる可能性があ

る。 

 

○ 人々が消費だけでなく製品やサービスを提供する側になるなど、消費者と製品や

サービスの提供者との関係が一体になる傾向も進むと見込まれる。また、少額の投

資を可能とするクラウドファンディングの市場規模は年々増加傾向にあり、こうし

た動きが広がる可能性は高い。 

 

 

 

≪今後の海外進出方針（中小企業）≫ 

出典 ジェトロ「2017年度日本企業の 
海外事業展開に関するアンケート」 

○ 我が国や東京の人口減少が進むことにより、市場としての規模が縮小するため経営の

戦略は大幅に見直していくことが必要となる。 

○ 高齢化の進展により、事業承継の重要性が高まるほかシニア向けの市場が拡大するこ

とが見込まれる。また、働き方の改革も不可欠となる。 

○ 消費者と企業が連携して商品開発を行

う動きや、「モノ」消費から「コト」

消費へのシフトなど、今後とも消費者

の価値観の多様化は益々進んでいくと

考えられる。 

≪BtoC-EC市場規模、EC化率の推移（全国）≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

○ アジア諸国をはじめとする新興国では

経済発展が著しく、企業が海外市場へ

進出する動きは続くものと考えられ

る。その一方、世界の各地では、全く

新しい発想やビジネスモデルにより創

業初期から国際的に活躍するベン

チャー企業が増えており、今後もこう

した動向は継続すると見込まれる。 
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≪業種別に見た、不足している人材≫  
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資料 中小企業庁「2018年版中小企業白書」より東京都作成 

(％) 

（慢性的な人手不足） 

○ 人口減少の影響に加えて景気が緩やかに回復する中、現段階でも人手不足は企業の

間で広がっている。今後も市場からの安定した人材供給が難しくなることが見込ま

れるなど、企業が必要とする働き手の確保は中長期的に困難になると考えられる。 

≪業種別に見た、不足している人材≫  
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出典 中小企業庁「2018年版中小企業白書」より東京都作成 

(％) 

（高齢化の影響） 

○ 少子高齢社会においては経営者の高齢

化も進んでいる。1995年から2015年

の間で、経営者年齢の山は47歳から66

歳へシフトし、近年では休廃業や解散

の件数が増加している。このため、今

後10年間は大廃業時代が到来するとも

指摘されている。 

○ 企業経営者の高齢化が進展すれば、中

小企業の活力の低下を招きかねない。

このため、産業の活性化や雇用創出等

の観点から創業の促進や事業承継の重

要性は一層高まるものと考えられる。 

 

○ 高齢化の進展に応じて、高齢者向け市

場の拡大が見込まれている。医療・介

護施設分野のほか、在宅療養者などの

生活支援関連や一般健常者を対象とし

た健康管理・疾病予防関連分野など、

多様な分野での製品やサービスの需要

の増加が今後も期待される。 

人生100年時代のヘルスケアビジネス領域 

資料 みずほ銀行産業調査部作成 
出典 みずほ総合研究所「第１回東京の中小企業振興 

を考える有識者会議資料」 

○ 特に中小企業では、各業種にわたり人

手不足感が強くなっている。労働人材

のみならず、現場のリーダーとなる中

核人材も不足しており、人材の不足

は、経営上の不安要素として今後も大

きくなっていくことが予想される。 

出典 中小企業庁「中小企業の事業承継に関する 
集中実施期間について（事業承継5ヶ年計画）」 

≪中小企業の経営者年齢の分布≫ 
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（働き方の改革と多様な人材の活躍） 

○こうした慢性的な人手不足の解消に向けては、ＩｏＴなどで生産性向上を図ること

とあわせて「働き方改革」を進めることにより、多様な人材が活躍できる職場づく

りを行うことが重要となっている。 

 

○とりわけ、人生100年時代とも言われる中、希望する誰もが仕事を通じて元気に活

躍し続けられるようにするには、長時間労働の削減や休暇取得の促進などを進める

とともに、子育てや介護といった個人のライフステージと仕事の両立が可能な環境

をつくることが必要となっている。 

 

○このためには、インターネット等のＩＣＴを活用し、時間と場所を選ばない柔軟な

働き方を可能とするテレワークを東京２０２０大会に向けて推進し、大会のレガ

シーとして定着を図り、女性やシニアなど多様な人材が働きやすい職場づくりを進

めていくことも重要となっていく。 

【複合的な要因による影響】 

（オープンイノベーションの機運の高まり） 

○グローバル化の進展や技術革新の加速化など

から開発競争は激しさを増しており、他の企

業等と互いのリソースを活用して効果的な製

品開発を行うことが重要となっていく。 

 

○オープンイノベーションの動きが活発化し、

東京に拠点などを持つ大企業の力を活用しな

がら中小企業がその技術力やサービス提供の

アイデアを活かす取組は広がるとともに、大

企業がベンチャー企業に育成プログラムを提 

○ 大きな３つの変化が複合的に影響し、他の企業などと互いのリソースを活用して効果

的な製品開発を行うことが重要になり、オープンイノベーションの動きがますます活

発化することが見込まれる。 

○ 地域経済については、多摩地域を中心とする大規模工場の撤退や大規模な小売店との

競合などが進んでおり、厳しい状況が続くことが懸念される。 

≪オープンイノベーションの取組 
（１０年前との比較）≫  

出典 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合 
開発機構「オープンイノベーション白書 第二版」 

供することや大学と企業とが共同開発を行う動きも進む可能性が高い。 
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○近年では、産産・産学のみならず、ユーザーなども巻き込んだ新たな視点でイノ

ベーションを興すといった多様性のある活動の事例も見られ、こうしたオープンイ

ノベーションは今後も様々な形で広がることが見込まれる。 

 

（厳しい地域経済） 

○グローバル化の広がりによる生産拠点の海外移転や人口減少による働き手の確保の

難しさなどを背景に、特に、多摩地域において大工場の都外への転出が続く可能性

が指摘されている。 

 

○大規模な小売店との競合を始め、流通や消費のスタイルの変化やＩＣＴ技術を活用

したインターネットショッピングの進展などの影響が商店街に大きな影響を及ぼす

ことが見込まれる。都内の商店街では、店舗の確保や賑わいを維持し地域コミュニ

ティの核として住民生活を支える機能を果たすための新しい道を模索する動きが続

くと予想される。 

 

○多摩地域や島しょエリアなどを中心に、人口減少の動きはさらに加速する懸念があ

る。このため、人、モノ、カネを効果の高い手法でそれぞれのエリアに取り込むた

めの工夫が地域の様々な主体により続けられる可能性は高い。 

 

○また、日本のゲートウェイとしての重要な役割を担う東京が、産業上での連携を強

めて全国各地との共存共栄を図る動きも続いていくことが見込まれる。 

≪２０５０年の人口増減率≫  

出典 ＲＥＳＡＳ 

メッシュ分析（％） 
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第２章 中小企業振興に向けた施策展開 
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１ 東京都中小企業振興ビジョンが目指すべき姿 

○ 中小企業の振興を図る上で、中小企業の発展のステージに応じた支援が重要である。 

○ 都は既に東京で事業を展開している企業の安定や継続などを支援するとともに、その

一層の成長をサポートする。また、起業を後押しして新しい産業の担い手を生み出し

ていく。 

○ 中小企業は地域社会を基盤に活動し、地域を活性化する面があるとともに、様々な人

材の力によって事業展開を図っており、こうした中小企業の基盤となる地域と人材の

力を高めていくことも不可欠である。 

○ こうした観点から「目指すべき姿」を整理し、効果的に中小企業振興施策を展開して

いく。 

 （１） 持続可能性のある経営を実現 

 （３） 世界有数の起業しやすい都市へと発展 

 （２） イノベーション創出や海外展開による力強い成長 

 （４） 小規模企業の活躍等による地域力の向上 

 （５） 多様な人材が中小企業で活躍 

【目指すべき姿と概念図】 

地   域  人   材 

企 業 の 基 盤 

起業 

事業の 
成長・発展 

経営の 
安定・継続 

更なる
事業の
成長・
発展 
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 （１） 持続可能性のある経営を実現 

２ 達成目標 

○ 「目指すべき姿」を実現するための施策全体の評価や検証を総合的に行うため、今

後、概ね10年程度の期間に達成すべき新たな目標を設定する。 

○ 本目標の達成を通じて、「実行プラン」で掲げる都内ＧＤＰ120兆円の実現を図り、

将来に向けた礎を作り上げることを目指す。 

 （５） 多様な人材が中小企業で活躍 

 （４） 小規模企業の活躍等による地域力の向上 

 （３） 世界有数の起業しやすい都市へと発展 

都内の黒字企業の割合が５０％超 

都内の開業率が１２％ 

都内の全ての自治体で経済成長率※がプラス 

都内企業（従業員30人以上）のテレワークの導入率が７０％ 

 （２） イノベーション創出や海外展開による力強い成長 

＜参考＞ 
2016年度32.0％  東京都「東京都税務統計年報」 

＜参考＞ 
 2017年度45.5％ 東京都「東京都中小企業の景況」 

＜参考＞ 
 2017年度5.9％  厚生労働省「雇用保険事業年報」 

＜参考＞ 
  2016年53％（33/62自治体）  総務省・経済産業省
「経済センサス活動調査」 

＜参考＞ 
 2018年度19.2％  東京都「多様な働き方に関する
実態調査（テレワーク）」 

※ 区市町村ごとの付加価値額の伸び率 

業績※が成長している都内中小企業の割合が５５％以上 
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３ 中小企業の振興に向けた施策体系 

５つの戦略と施策の方向性 

戦略Ⅰ 経営マネジメントの強化 

戦略Ⅱ 中小企業の成長戦略の推進 

戦略Ⅲ 起業エコシステムの創出 

戦略Ⅴ 人材力の強化と働き方改革の推進 

戦略Ⅳ 活力ある地域経済に向けた基盤整備 

① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上  
② 販路開拓の強化 
③ 経営の安定化に向けた基盤づくり 
④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進 
⑤ 円滑な事業承継のためのサポート 

① 次世代型ものづくりのサポート 
② 革新的な製品やサービスの創出への支援 
③ オープンイノベーションの促進   
④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援 
⑤ 中小企業の海外展開への後押し 

① 起業が身近な選択肢となる環境の形成 
② ベンチャー企業の育成支援 
③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く生み出す重点的な支援 
④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し 
⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援 

① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化 
② 中小企業における中核人材の育成促進 
③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備 

① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展 
② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援 
③ 商店街の活力向上のためのサポート 
④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化 
⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達 

○ 目指すべき姿や達成目標の実現に向けて、５つの戦略を設定する。 

○ さらに、戦略ごとに全部で２３の施策の方向性を示す。 
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 ＩＣＴをはじめとする設備導入が効果的に進むことなどにより、生産性が飛躍

的に向上して人手不足が解消している。 

 

 中小企業が自ら効果的な営業戦略を立案して、新たな取引先の開拓やPRの強

化に日々取り組んでいる。 

 

 公正な商取引の下に、中小企業が経営環境の変化や様々なリスクへ適切に対応

するなど、安定して事業を継続している。 

 

 東京の貴重な財産である技術やノウハウを次世代に確実に引き継ぐとともに、

新たな経営者のもとで事業転換を図ることなどにより、中小企業の稼ぐ力が

アップしている。 

（１） 持続可能性のある経営を実現 

４ 目指すべき姿に向けた施策展開 

■ 現 在 の 課 題 

（具体的な課題） 

• 大企業に比べて生産設備に関する情報や導入資金が十分でない状況をどう克服するか 

• 中小企業に対するＩＣＴ技術等の活用をどのように促進していくか 

○中小企業において、生産性向上に向けた取組が進まず、大企業との労働生

産性の格差が拡がっている 

≪大企業と中小企業の労働生産性の推移≫ 
（単位：万円） 

400
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1,400

中小企業 製造業 
中小企業 非製造業 
大企業 製造業 
大企業 非製造業 

格差が拡大傾向 

資料 財務省「法人企業統計」より東京都作成 

このグラフで大企業は資本金10億円以上、 
中小企業は資本金1億円未満の企業をいう。 
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■ １０年後の中小企業像  



○営業力が十分ではない中小企業にとって、消費者や流通の動向変化に対応

することは容易ではない場合が多い 

（具体的な課題） 

• 顧客のニーズを的確に捉えるための機会や場をどのように確保していくか 

• 新しいマーケティング手法や流通形態への対応をどう進めるか 

≪都内中小企業がH30年に取り組む内容≫ 
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資料 東京都「東京都中小企業の景況（平成30年2月調査）」   
    より東京都作成 

○人件費や原材料価格の高騰に見合うコストを適正に販売価格へ転嫁できな

いなど、厳しい経営環境に晒されている 

（具体的な課題） 

• 経営判断を行うための情報をどう幅広く確保していくか 

• 公正な商取引や市場競争をどのように維持していくか 

• 下請けによる受注以外の仕事をどう増やしていくか 
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≪前月比仕入れ単価ＤＩの推移≫ 

資料 東京都「東京都中小企業の景況」より東京都作成 
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≪後継者候補がいない企業の状況≫ 

出典 中小企業庁「2017年版中小企業白書」 

○世界で頻繁に発生している大規模な自然災害や、セキュリティが脆弱な中小

企業へのサイバー攻撃等に対する対策が十分に進んでいない 

（具体的な課題） 

• 大規模な自然災害に備え、事前の対策をどのように整えていくか 

• ＩＣＴ技術の進展に伴い中小企業でもサイバー攻撃のリスクが高まる中、正確な知

識に基づく実践的な対策をどう促進していくか 

○経営者の高齢化が進む中、後継者を見つけていないほか、承継はまだ先の

ことと考える場合が多く、いわゆる「大廃業時代」の到来が懸念されている 

（具体的な課題） 

• 将来の承継を早期に見据えた事業の展開や経営の改善をどう促すか 

• 会社経営やその技術力などの存続に向け、幅広い承継のしくみづくりをどのように

して進めるか 
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≪従業員規模別に見た中小企業のBCPの策定状況≫ 

資料 （公財）東京都中小企業振興公社調査より東京都作成 

（売上高規模） 
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 【方向性の体系】 

 ① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上  

 ② 販路開拓の強化 

 ③ 経営の安定化に向けた基盤づくり 

 ④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進 

 ⑤ 円滑な事業承継のためのサポート 

 ① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上 

 労働力人口の減少に備えて中小企業が生産性の向上を図るためには、技術革新

のスピードに乗り遅れることなく、個々の企業に最適な設備投資とりわけＩＣＴ

技術を早急に導入してデジタル化社会に対応していくことが重要である。 

 ＩＣＴ機器導入のきっかけとなる機会や場を提供するとともに継続的なＩＣＴ

技術の利用に向けた社内態勢のレベルアップを支援するなど、中小企業のデジタ

ル化を重点的に推進する。また、大企業並みに労働生産性を引き上げることを目

指し、具体的な数字で目標を共有できるベンチマーク手法も活用しながら計画的

な設備導入などをサポートする。  

 

                                                                                                     

  

戦略Ⅰ 経営マネジメントの強化 

■ 施 策 の 方 向 性 
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＜ＩＣＴ技術の社内導入を促進＞ ＜チェックシートを活用した経営診断＞ 



 ② 販路開拓の強化 

 ＩＣＴ技術の広がりなどにより消費者の価値観や流通構造は多様化している。

中小企業が既存の取引先や従来の販売ルートだけではなく、絶えず新たな販路の

開拓に取り組めるよう後押しすることが必要である。  

 取引先や顧客のニーズの変化に的確に対応した販路開拓ができるよう、見本市

への出展や会社のＰＲ強化をサポートする。また、ＥＣ（電子商取引）の活用な

ど多様な営業手法を取り入れられるようマーケティングの専門家も活用しながら

支援する。  
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 ③ 経営の安定化に向けた基盤づくり 

 法制度の改正や世界経済の影響などにより経営環境が急速に変化した際に、経

営資源を十分に確保できない多くの中小企業が、安定して経営を続けていくため

には、きめ細かい経営支援や公正な商取引のできる環境を提供することが必要で

ある。 

 ＜中小企業のための見本市を開催＞ 

＜専門家の派遣による経営相談＞ 

＜ＷＥＢ上で販路開拓を支援＞ 

 日々発生する経営課題を解決するた

め、中小企業の関係団体とも連携して新

しい情報やスキルを迅速に提供する。ま

た、下請企業の振興を着実に図るため、

商取引が公正な形で行われるよう各業界

団体等とも協力してルールの徹底を推し

進めるほか、技術やサービスの高度化等

による多様な販路の確保を後押しする。 



 ④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進 

 経営を取り巻く環境には様々なリスクが潜んでいる。例えば、自然災害等によ

り甚大な被害が発生した際には、サプライチェーン全体へ影響を与えるため、こ

うしたリスクを最小限に抑えるための事前の準備を後押しする必要がある。   

 大規模な地震などの自然災害が発生した場合に、自社のダメージを早期に回復

し、事業を継続できるようＢＣＰ（事業継続計画）の策定を支援するなどのサ

ポートを進める。また、ＩＣＴ技術の進展により増加するサイバー攻撃に対し、

セキュリティ対策が円滑に進むよう分かりやすく普及啓発を行うとともに必要な

設備の導入を支援するなど、中小企業の危機管理に対する意識を高め、具体的な

対策が進むよう後押ししていく。 
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 ⑤ 円滑な事業承継のためのサポート 

 経営者の高齢化により会社の存続が困難となる深刻な状況を克服するために

は、中小企業を支える関係機関がその力を十分に発揮して、普及啓発から承継後

のサポートまでの取組を総合的に実施していくことが急務となっている。 

 経営者等に事業承継の必要性を広く伝えるほか、可能な限り早い段階から次の

経営者への引継ぎに向けた取組が進むよう各関係機関が協力してサポートを進め

る。また、親族以外への承継も含めて円滑に事業を承継できるよう実行段階や承

継後のフォローアップなどについてもきめ細かく支援していく。 

＜ＢＣＰの策定を推進＞ ＜ガイドブックを活用した普及啓発＞ 

＜事業承継セミナーの実施＞ ＜多様な事業承継のステップ＞ 

出典 中小企業庁「事業承継ガイドライン」 



① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上 

（ＩＣＴ化の推進による生産性の向上） 

ＩＣＴ技術は高度で取り入れることが難しいと感じている中小企業に対して、

導入の効果や方法などに関する普及啓発セミナーを開催するとともに、社内で 

 ＩＣＴの活用に当たりリーダーシップをとる人材の育成のための支援を行う。 

 

ＩＣＴやロボットといった最先端技術を活用した機器等を円滑に導入できるよ

う、専門家が職場の状況を診断し、計画の策定をサポートするとともに、ＲＰ

Ａ※等の先進的なＩＣＴツールの導入を推進する。 

 ※RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）：認知技術（機械学 

  習、ＡＩ等）を活用した業務の効率化・自動化 

 

サービスや小売などの業態における生産性の向上には、顧客データ等の収集や

分析が不可欠であるが、中小企業にはそのための人材やノウハウが不足し、対

応が困難な場合も多い。これらの事業者に対してＩＣＴ技術による顧客データ

の活用等に関する各種セミナーを実施するとともに、規模や業態に応じたモデ

ル事例を広く発信する。 

 

ＩＣＴを活用した生産性向上や技術・技能の継承に取り組む中小企業団体等を

支援するため、団体向けセミナーを開催するほか、団体が行う研修会やマニュ

アルの作成等に係る費用を助成する。 

 

中小企業におけるＩＣＴ技術等を活用したデジタル化の一層の推進に向けて、

国の法制度や新たな技術革新の情報を収集するとともに、業界でのＩＣＴに関

する標準的なルールの分析などを進めながら必要となる対策を検討する。 

 

（設備の導入による生産性の向上） 

生産性の向上とともに技術やサービスを高度化し、競争力の強化や成長産業分

野への参入などを目的とする機械設備等について、その導入経費の一部を助成

する。 

 

■ 当 面 の 施 策 展 開 
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（生産性の向上への総合的な支援） 

生産性向上のヒントとなる最適なノウハウや情報を容易に収集できるよう、セ

ミナーやポータルサイト等により最新の情報を提供するとともに、生産性向上

に関する経営の専門家による相談窓口の設置や経営診断なども実施する。 

 

② 販路開拓の強化 

（見本市への出展支援） 

新たな販路の開拓により中小企業の経営基盤を強化するため、展示会等への出

展に係る助成を行うほか、出展後も継続して製品などをＰＲできるような取組

を後押しする。 

 

九都県市などと連携し、首都圏の中小企業の優れた技術や製品を展示する展示

会の場等を活用して、一層の販路拡大や企業間連携を実現し、新たなビジネス

チャンスを作り出していく。 

 

（広域的な連携による商談会の開催） 

新たな取引先を確保するため、国内の各地域と連携し、それぞれの強みを活か

しながら中小企業同士の受発注や連携・交流ができるよう合同商談会などを実

施する。 

 

（国際展示場等の運営） 

国内外からのアクセスに優れ、国際的な見本市などが開催される東京国際展示

場と東京国際フォーラムの機能を最大限活用し、中小企業の販路開拓や企業間

連携にとってより効果的な展示会等の場を提供する。 

 

（多様な営業手法の取り込み等） 

中小企業の優れた商品などを紹介し、商社やメーカーとの取引の実現を後押し

するため、営業の経験豊富な大企業のOB等の持つネットワークや情報を活用

したマッチング支援などを実施する。 

 

自社の「強み」や「売り」を十分にＰＲできていない中小企業に対し、マーケ

ティングの基礎知識やプロモーション戦略の策定、さらには具体的な事業展開

までを体系的に学ぶ機会を提供し、一層の販路拡大につなげる。 
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販売促進のための様々な媒体を活用し、新たな販売ルートを作り上げることの

できるよう、中小企業と通信販売業者等とのマッチングを行うなど、メディア

を活用した商品の販売等を支援する。 

 

東京2020大会等を契機として中長期にわたり様々なビジネスチャンスが見込

まれる中、マッチングサイトの運営や展示会への出展支援に加えて全国各地に

配置するサポーターなどを通じて、全国の中小企業の受注機会の拡大や販路開

拓を支援する。 

 

（海外企業の東京展開の促進） 

海外企業が東京で活躍する機会を提供することにより、都内企業との相互のビ

ジネス機会拡大を促進する。 

 

③ 経営の安定化に向けた基盤づくり 

（経営基盤づくりへの総合支援） 

金融、法律、ＩＴ関連などの各種専門家のノウハウを積極的に活用して窓口で

の相談や現場への派遣等を行い、中小企業の様々なニーズにワンストップで対

応する総合支援サービスを提供する。 

 

中小企業が、生産性向上や人材確保・育成などの重要な経営課題を認識し、持

続的に経営改善を進められるよう、中小企業診断士を活用した経営診断や専門

家派遣により課題の発見から解決までを一貫して支援する。 

 

（顧客等からの著しい迷惑行為への対応の支援） 

顧客等からの著しい迷惑行為を受ける中小企業に対して、専門家による相談窓

口を通じて適切な対処方法等に関する情報を提供するとともに、その実態をき

め細かく把握して必要な対応を検討する。 

 

（団体の取組への支援） 

業界の活性化に向けて課題解決に取り組む中小企業団体等に対して、コーディ

ネータ派遣や経費助成などを行い、事業計画の策定から実施までを一貫して支

援する。 
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（下請企業の振興） 

下請取引に係る紛争を迅速かつ効果的に解決するため下請取引紛争解決セン

ター※の運営により、弁護士などによる相談及び調停を進めていく。 

 ※下請取引紛争解決センター：下請取引に係る紛争解決のため、都道府県が国 

  からADR（裁判外紛争解決手続き）認証を取得して設置する機関 

 

取引適正化に係る専門の相談員を配置し、巡回による取引改善の指導や法令等

に関する講習会を実施するほか、情報の共有などを進めるため、関係機関と連

携した協議会等を開催する。  

 

下請企業の取引先の拡大に向けて、受発注の情報提供や専門展示会への出展支

援に加えて商談会を開催するとともに、技術やサービスの高度化、高付加価値

化に対応する技術開発等に要する経費の一部を助成することで競争力の強化な

どを支援する。 

 

④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進 

（事業継続へのサポート） 

中小企業が自然災害等の発生に備えたＢＣＰ（事業継続計画）の必要性を理解

してその導入に取り組むことができるよう、講座やセミナーを開催するととも

に、個別コンサルティングによりＢＣＰの策定を支援する。 

 

中小企業が策定したＢＣＰが機能するよう、自然災害等の不測の事態が生じた

場合に備えるための事前準備や施設・機器の整備などを実施するための経費の

一部について助成を行う。 

 

グローバル化や情報化の進展、取引構造の変化等により生じる様々なリスクに

対応できるよう、中小企業団体のネットワークを通じたセミナーや研修などに

よりリスクマネジメントの重要性を広く普及啓発していく。 

 

（サイバーセキュリティ対策の推進） 

中小企業向けにサイバーセキュリティに関する緊急性の高い情報などをポータ

ルサイトで発信するほか、中小企業の支援機関等とともにサイバーセキュリ

ティに関する各種の相談対応を行う。 
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中小企業が、社内や取引先企業と共有している様々な情報の保護に必要なサイ

バーセキュリティ対策を実施するための経費の一部について助成を行う。 

 

⑤円滑な事業承継のためのサポート 

（事業承継に向けた早期からの取組） 

事業承継に向け、早期に計画的な準備を進めることができるよう、承継が必要

な企業に対する巡回や訪問による相談対応を行うほか、中小企業を支援する各

機関とも連携を図りながら経営者向けに税制度等の専門的な知識を提供するセ

ミナーを実施するなど、幅広い普及啓発の活動に取り組む。 

 

（事業承継の実行に向けたきめ細かい支援） 

小規模企業にとって単独では解決が難しい事業承継などの相談に対応するた

め、都が地域の経済団体と共同で設置した支援拠点により、専門家派遣の実施

などを行い、小規模企業等が事業を次世代に引き継ぎ、業態の転換等を図りな

がら地域で持続的な発展ができるよう支援する。 

 

弁護士等の専門家により、事業承継に係る計画の作成や課題解決をサポートす

るとともに、後継者の育成や承継後のフォローアップも継続的に行うなど総合

的な支援を展開する。 

 

（事業承継のための金融支援） 

中小企業の円滑な事業承継が幅広く進むよう、各事業者の状況を詳しく理解し

ている地域金融機関による普及啓発や計画策定などの取組を支援する。 

 

成長の可能性を持つ中小企業の事業承継を円滑に進めるとともに、承継を契機

とした次なるステージへの成長を促進するため、ファンドへの出資を通じて、

経営ノウハウの提供など、資金と経営の両面から支援を実施する。 

 

（親族外への承継に対する支援） 

優れた技術やサービス提供のノウハウなどを有する中小企業が後継者の不足に

より廃業することを抑えるため、M&Aの後押しなど、親族以外への承継に対す

る支援を強化する。 
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 パイプ加工を主力事業とする武州工業株式会社

（青梅市）は、タブレット端末を活用し、出退勤

から、在庫や工程不良等を管理。生産工程の

20%の効率化を実現し、そのノウハウをスマホ

アプリとして販売できるレベルにまで到達した。 

■中小企業におけるＲＰＡの導入 

■工場のＩｏＴ化の徹底 
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 RPAや業務改善のシステムの導入支援を主力事業とす

るユーザックシステム株式会社（中央区）は、近年中小

企業に対するRPAの販売やサポートに力を入れている。

同社が支援した企業では、21の業務を自動化し、月間

140時間の時間短縮に成功。今後導入範囲を拡大するこ

とで、さらなる業務時間の削減が見込まれるという。 

 同社は「一見すると短時間の業務でも、積み重ねれば大きな時間を生む。積極的

なRPA活用は中小企業の生産性向上に大いに寄与する。」と広報誌や展示会などで

具体的な成功事例を発信し、試験的な導入を勧めている。 

 東日本プラスチック製品加工協同組合では、若

手経営者らが結集し、都の支援による専門家の助

言等も活用しながら、それぞれの技術を持ち合

い、従来にはない災害時用の「折り畳み式貯水タ

ンク」を共同開発した。防災用備品として、地方

自治体や大型の小売店などに多数納入されている

など、高く評価されている。 

 

■下請け依存からの脱却をめざして若手経営者が新製品を開発 

Column 

Column 



 ようやく自分自身の組織ができたと感じられる

ようになっている諏訪社長は、中小企業の事業承

継を促進するために行政に期待する。「支援を知

らない人に、支援を知ってもらうこと、赤字企業

も含めたM&Aによる新たな価値の創出、新たな経

営者へのメンタルケアなどにより早期に承継の準

備を促すことが重要。」と今日も様々なチャレン

ジを続けている。 

■経営の安定化に３年 

 職人による多品種少量生産に強みを持つ、金属加工業のダイヤ精機株式会社で

は、社長を務めていた父の他界に伴い、次女の諏訪貴子氏が2004年に急遽会社の

トップに就任したものの、事業承継の準備は全くできていなかった。 

事業承継のための３ステップ  
              出典：中小企業庁 

 

 そこで、まず３年は経営の安定化に専念するこ

ととし、相続や金融機関との契約手続きに加え、

社内の改革を行った。就任後1年目には、主に社員

の意識改革やボトムアップでの組織体制を、２年

目は設備投資を行うほか、生産性と技能承継を同

時に進める教育モデルの確立に取り組んだ。３年 

目には、前年までの改革の標準化や職人から若手社員へのマンツーマン・トレーニ

ングなどを実施した。 

 さらに、新規顧客の開拓や人材確保・育成も加速させた。その結果、20代・30

代社員が最も多い組織構造を作ることに成功した。 
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■早期に事業承継に向けた準備を 

Column 



 中小企業がデジタル化やＩＣＴ技術など次世代のものづくりに欠かせない手段

を効果的に活用しながら、創意工夫によりそのポテンシャルを存分に発揮し、

次々と新たな製品開発や付加価値向上の取組に挑戦している。 

 

 東京に集積する多様な主体の力を結び付けるオープンイノベーションが一層 

   進んでおり、それにより中小企業が革新的な製品やサービスを創出している。 

 

 都内中小企業のイノベーションにより開発された製品やサービスが、世界中で

社会的な課題の解決に貢献している。 

 

 中小企業が積極的に海外展開を進めることで国外のマーケットで幅広く事業を

展開し、グローバルな活躍をしている。  

（２） イノベーション創出や海外展開による力強い成長 

（具体的な課題） 

• ロボット、ＩｏＴ、ＡＩなどの技術開発に関する最新の知見の確保や実用化をどの

ように進めるべきか 

• 世界をリードする製品の中に東京の中小企業の技術力をどのように活かしていくか 

 

○国際競争が激しくなる中、絶え間ない技術革新への取組がものづくりの分野

では必要不可欠となっている 

≪先端技術への対応≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

■ 現 在 の 課 題 
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■ １０年後の中小企業像 



（具体的な課題） 

• 優れた技術を有する中小企業の製品開発をどのように後押しするか 

• 中小企業の製品などの魅力をどのように高めていくか 

• 市場の動向やニーズを的確に把握し、新しいサービスやビジネスモデルを生み出す

中小企業をいかに後押ししていくか 

 ≪従業員規模別売上高に占める研究開発費≫ 

出典 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 
    「科学技術指標2017」 

○社会経済環境の変化を新たな事業展開のチャンスと見極めることができず、

新しい発展の機会を逃してしまうことがある。また商品の性能や品質は優れて

いるものの、デザイン面などの付加価値に目が向けられていない場合もある 

（具体的な課題） 

• 中小企業を含め様々な主体によるこれまでにない製品やサービスの開発を可能とす

る連携のしくみをどう構築するべきか 

• 東京の産業に波及効果のあるスケールの大きな開発を可能とするためにはどうすべ

きか 

○オープンイノベーションの機運は高まっているものの、中小企業にとって研究

開発を協力して行う相手先を見つけることが難しい場合が多い 

出典 東京都 「グラフィック東京の産業と雇用就業2018」 

≪大学と民間企業の共同研究実績≫ 
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○東京が抱える都市課題の解決へのニーズは拡大しているが、それに対応し

た製品開発に向け中小企業の優れた技術を活かす取組は十分に進んでな

い 

（具体的な課題） 

• 中小企業の優れた技術を活かすために、どのような分野における開発を後押しして

いくか   

≪中小企業が関心のある新事業分野≫ 
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資料 中小企業庁「2017年版中小企業白書」より東京都作成 

○ 国内市場の縮小が見込まれる中、中小企業には海外市場に進出するため

の情報やノウハウなどが不足している 

（具体的な課題） 

• 中小企業がマーケットの動向や現地の情報を正確に把握して、様々な状況に応じた

販路の開拓をどう円滑に進めていくか 

• 東京の持つ強みであるクリエイティブな力を、どのようにものづくりの付加価値向

上につなげ、世界市場の中で存在感を発揮できるようにするか 

≪国・地域別ＧＤＰの推移（世界）≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 
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 【方向性の体系】 

 ① 次世代型ものづくりのサポート 

 ② 革新的な製品やサービスの創出への支援 

 ③ オープンイノベーションの促進   

 ④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援 

 ⑤ 中小企業の海外展開への後押し 

 ① 次世代型ものづくりのサポート 

 世界の技術革新の進展は目ざましく、製品開発のための設備や機器が日々進歩

しているなか、都内中小企業が競争力を持ち続けるためには、こうした最新技術

に対応したものづくりをサポートできる態勢を整える必要がある。 

 中小企業がロボットやＩｏＴのシステム、３Dプリンターなどの新たな手法を

活用した製品開発や生産を進めることのできるよう、最新の技術情報を提供する

とともに、実証実験や検証作業を円滑に進めるための態勢も充実する。また、東

京が誇る基盤技術の高度化に向け重点的なサポートも確実に実施していく。 

戦略Ⅱ 中小企業の成長戦略の推進 

■ 施 策 の 方 向 性 
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＜ＩｏＴに関する展示やテスト環境を提供＞ ＜ロボットの試作や性能評価を実施＞ 

電波暗室（左）と傾斜路走行試験装置（右） 



 ② 革新的な製品やサービスの創出への支援 

 革新的な製品やサービスの開発を目指す中小企業にとって、資金面や開発態

勢、他の製品等との差別化や知的財産の保護など、クリアすべき高いハードルが

あり、それらに対応した適切なサポートを行うことが不可欠である。 

 中小企業が独自の技術力を活かして製品開発ができるよう、開発のステージに

応じたきめ細かい支援を行うとともに、知的財産を活用した戦略的な事業展開や

デザインを活かした付加価値の向上への取組を進めていく。また、ICT技術を活

用したデジタル化の進展などにより、人々の生活や社会が大きく変わる機会を捉

えて、中小企業がこれまでにない新しいサービスやビジネスモデルを構築するこ

とができるよう人材の育成やノウハウの提供などのサポートも展開する。 
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 ③ オープンイノベーションの促進 

 中小企業のオープンイノベーションを促進するためには、都が行政としてのハ

ブ機能を発揮して産学公の連携を強化するなど、大都市東京の強みである多様な

主体の集積を活かした協力や交流を活発化していく必要がある。  

＜革新的な製品・技術、サービスを表彰＞ 

＜広域的なオープンイノベーションを推進＞ 

 中小企業が大企業や大学・研究機関だ

けでなくユーザーなどとも連携した研究

開発を進められるよう、マッチングの機

会を数多く設けるなどオープンイノベー

ションを一層促進する。また、大企業の

持つ販路や人材、資金等の経営資源や研

究機関の持つ知見等と中小企業の技術力

とを結びつけた革新的な大型プロジェク

トを生み出すなど、都内経済を牽引する

製品・サービスを創出するための重点的

な支援も実施する。 

＜企業からの依頼による性能評価＞ 



 ④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援 

 都市が抱える課題は、東京のような大都市で先鋭的に現れ、その解決に対する

ニーズもマーケットも共に大きい。このようなニーズに対応しマーケットに早期

に参入することは、優れた技術を持つ中小企業にとって大きなビジネスチャンス

となる。 

 健康・医療や環境といった東京の都市課題を解決する製品開発やサービス提供

を行う中小企業に対して、市場の特性や参入の障壁となる課題を整理して解決策

を提供するなどの積極的な支援を展開し、中小企業の成長と持続可能な社会づく

りの両立を実現する。 
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 ⑤ 中小企業の海外展開への後押し 

 東京の中小企業が自社の持つ強みを活かしながら海外需要を効果的に取り込ん

でいくためには、法律や商習慣などが異なる各国の状況に適した海外展開を戦略

的に進めることが必要である。 

 アジア地域をはじめ今後成長が見込まれる世界市場へ進出する中小企業に対し

て、現地の情報を提供するほか、輸出のみならず企業間連携や海外現地での拠点

づくりまで含めた多様な海外展開へのサポートを行う。また、ファッションやコ

ンテンツの分野などで将来有望なクリエイターの力を伸ばし、その海外進出をサ

ポートする。 

＜ＡＳＥＡＮにおける現地支援＞ 

＜医療従事者と企業との交流の場を提供＞ 

＜若手クリエイターの海外展開をサポート＞ 

＜「危機管理産業展」への合同出展＞ 



① 次世代型ものづくりのサポート 

（デジタルエンジニアリング※への支援） 

３ＤのＣＡＤやスキャナーなどにより設計データの作成を支援するとともに高

機能な３Ｄプリンターやレーザーカッター等を整備して様々な製品や部品の試

作を支援するなど、中小企業のデジタルエンジニアリングを後押しする。 

 ※デジタルエンジニアリング：ICT技術により電子データを効果的に活用する 

  ものづくり 

 

自動車産業におけるCASE※の進展に象徴される産業の構造変化に対応するな

ど、次代のものづくりに取り組む中小企業が、短期間でアイデアを形にして試

作やその製品化などを進めることを支援する。 

  ※CASE：これからの自動車産業で重視される４つのトレンド 

   Connectivity（ツナガル）Autonomous（自動化）Shared &Service 

  （共有・サービス） Electric（電動化）の頭文字を組み合わせたもの   

 

（ＩｏＴやＡＩ等を活用した製品開発への支援） 

ＩｏＴに関する基本的知識や活用事例を紹介するとともに、ＩｏＴシステム等

の試作や製品の性能評価などを実施するＩｏＴ支援サイトの運営により、  

ＩｏＴやＡＩ等を活用した製品開発を加速化する。 

 

（ロボットに関する開発の後押し） 

生産性を高めるほか、日常生活において人の傍らでサービスを提供するロボッ

トに関する技術の開発などを後押しするための拠点により、基盤研究や安全性

の検証のほか、事業化に向けたサポート等を展開する。 

 

（航空機産業への参入支援） 

先端技術を活用することが不可欠な航空機産業での技術開発に中小企業が参入

して事業を拡大することのできるよう、高度な技術で精密な部品を作り上げる

ことのできる中小企業をクラスター※化して、その事業展開をサポートする。 

  ※クラスター：あるメンバーで構成される集団や事業者の集積のこと 

 

 

■ 当 面 の 施 策 展 開 
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 （先端材料を活用した製品開発への支援） 

CFRP※などの複合素材や機能性材料を活用した新製品・新技術の開発を支援す

るとともに、今後の成長が期待されるヘルスケア産業への中小企業の参入を促

すため、バイオ技術等を活用した高付加価値の製品の開発を支援する。 

  ※CFRP：Carbon Fiber Reinforced Plasticsの略。炭素繊維とプラス 

   チック素材を組み合わせた軽くて高強度の新素材 

 

② 革新的な製品やサービスの創出への支援 

（新たな製品の開発に対する総合支援） 

中小企業の積極的な製品や技術の開発を後押しするため、事前の検証から具体

的な開発、製品改良や認証の取得など、開発の様々な段階に応じて必要となる

経費の一部を助成する。 

 

中小企業の製品開発における技術的な課題の解決を図るため、幅広い分野の専

門技術者による相談体制を整えるとともに、企業からの依頼に基づいて、国際

規格などにも対応した製品の品質や性能の評価を適切に実施する。 

 

中小企業の新しい製品やサービスの創出を担う人材の育成を推進するため、技

術開発の動向や、国際化への対応などをテーマとするセミナーや実践的な講習

会を開催する。 

 

（先端設備の導入によるイノベーションの促進） 

生産性の向上とともに技術やサービスを高度化し、競争力の強化や成長産業分

野への参入などを目的とする大型の機械設備等についてその導入経費の一部を

助成する。【再掲】 

 

（新たなビジネスモデルの創出支援） 

新たなビジネスモデルなどを企画する中小企業等に対し、専門家がその可能性

について評価することによりポテンシャルの高い企業を発掘するとともに、発

掘した企業に対して今後の事業展開への助言を行うなどの総合的な支援を行

う。 
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サービス産業における新たなビジネスモデルの創出などに取り組む中小企業に

対して、事業計画の策定から資金確保までを、きめ細かに切れ目なく支援する

ことにより、早期の事業化を図る。  

 

（革新的な製品やサービスの発信） 

中小企業の事業の拡大を後押しするため、革新的で将来性のある製品やサービ

スを表彰する。また、優れた新商品等を都として認定したうえで、試験的に活

用し幅広く紹介する。 

 

（知的財産の活用等の促進） 

中小企業が知的財産に関して正確に理解し、その保護や活用を適切に行うこと

のできるよう、相談窓口でのアドバイスや情報提供を行うとともに、大企業な

どが一般の利用を可能とするために開放した知的財産を活用する製品の開発を

支援する。 

 

（デザインを活かした取組への支援） 

中小企業の製品の差別化を進めるため、造形や色彩などを含めて製品の競争力

を向上させる「デザイン」の活用を推し進めるため、デザイナーとのマッチン

グ等を通じた支援を展開する。 

 

③ オープンイノベーションの促進 

（オープンイノベーションの促進） 

多摩地域のイノベーションの活性化に向け、中小企業が大手企業や大学などと

交流する場やネットワークづくりのための勉強会を開催するとともに、産学公

連携を促進して中小企業の製品開発を後押しする。 

 

将来の都内産業を牽引するオープンイノベーションを活用した技術や製品の開

発を促進するため、ポテンシャルの高い中小企業などの連携体による高度な開

発に向けて必要となる経費の一部を助成する。 

 

 



新たな発想や優れた技術力を持つベンチャー企業や中小企業が、資金や人材、

販路等を有する大企業と連携して革新的な製品やサービスを創出する大規模プ

ロジェクトを支援し、幅広い産業に波及効果を持つ新たなビジネスを生み出し

ていく。 

 

（新たなイノベーション機能の提供） 

中小企業がそのポテンシャルを発揮し、技術革新に向けた新しいイノベーショ

ンを生み出すことのできるよう、国内外の他都市の状況等の調査を行い、必要

な支援について検討する。 

 

④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援 

（東京の都市課題を解決する産業分野への参入） 

中小企業が医療機器産業に参入できるよう、機器の製造と販売ができる会社や

病院等とのネットワークの形成を支援するほか、先端分野や海外向けの医療機

器の開発に加えて医工連携を進める人材の育成も後押しするなど、持続的な成

長に向けたサポートを行う。 

 

高度防災都市の実現に向けて、中小企業が開発した、都市の防災力を高める新

規性の高い優れた製品等の迅速な実用化とその幅広い普及を支援する。 

 

海洋のプラスチックごみ等を少なくするため、再生可能な原材料を使用した

「脱プラスチック」製品の研究開発を行い、その成果を活用して中小企業が環

境に負担の少ない製品の量産化に取り組めるよう支援する。 

 

⑤ 中小企業の海外展開への後押し 

（海外展開に向けた総合支援） 

海外展開の計画づくりや販路開拓に係るハンズオン支援に加え、海外展示会へ

の出展や人材育成のサポートなど、総合的な支援を行う。 
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（アジア地域への進出に向けたきめ細かい支援） 

中小企業が海外で取引を継続・拡大させていくためには、現地の法律や商習慣

に関する情報収集などが不可欠であることから、経済成長の著しいＡＳＥＡＮ

地域に設置した支援拠点において経営相談等の支援を行う。 

 

中小企業が東南アジアにおいて現地の企業との間で生産委託や技術連携を行う

ほか、海外拠点の開設等ができるようきめ細かく支援する。 

 

中小企業の新たな販路開拓の可能性を探るため、インターネットを通じたeコ

マース（電子商取引）による販売の伸びが高いアジア市場をターゲットとし、

越境EC※を活用したしくみを取り入れることができるようサポートする。 

 ※越境ＥＣ：インターネット通販サイトを通じた国際的な電子商取引 

 

中小企業における知的財産戦略の策定を支援するとともに、国際出願等に係る

経費の一部を助成するほか、今後の増加が想定される海外での商標を巡る係争

への対応を支援する。 

 

（今後の成長が見込まれる世界市場への進出支援） 

技術力のある中小企業が医療機器産業において事業を拡大できるよう、海外の

医療展示会への出展支援や現地企業などとの商談のサポートを展開する。 

 

東京の中小企業がスポーツや健康に関連する産業など、今後の拡大が見込まれ

る分野の世界市場へ参入すること等を後押しするとともに、現地の支援機関や

企業間ネットワークを活用できるしくみづくりを目指す。 

 

（クリエイター等の育成） 

ファッション分野において、ポテンシャルの高いデザイナーの世界展開などを

支援するほか、東京のファッションの魅力をイベントを通じて広く発信すると

ともに、ビジネスチャンスの創出やアジアのファッション拠点としての東京の

プレゼンスを向上させる取組を推進する。 
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東京のコンテンツ産業の国際競争力の強化を図るため、海外の商習慣を踏ま

え、アニメーション制作の力をビジネスに結び付けるセミナーの実施や、国際

的なアニメ見本市への出展のほか、ｅスポーツ※に関連するイベントの開催な

どを支援する。 

 ※ｅスポーツ：エレクトロニック・スポーツの略で、パーソナルコンピュー

ターゲーム、家庭用ゲーム、モバイルゲームを用いて行われる対戦型ゲーム競

技（スポーツ） 

 

東京の伝統工芸産業の振興に向け、国内外から高く評価されている職人とデザ

イナーとの共同開発や国際的に通用する優れた人材の育成などを支援するとと

もに、こうした取組を国内外に発信して東京のブランド力の強化を図る。 
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■ものづくりの上流へ 

 精密板金、金型・プレスなどの金属加工技術を強みとする株

式会社浜野製作所（墨田区）は、創業当初は量産用の部品を手

がけていたが、取引先各社の海外シフトが進む中、多品種で少

量の部品加工にも着手。現在では、様々な分野において開発設

計支援を行い高い競争力を確保している。 

 同社は電気自動車「HOKUSAI」や深海用無人

探査艇「江戸っ子1号」の開発など、大学や地元

中小企業等と連携した製品開発に取り組んだ。こ

れらを背景に、経験豊富な職人自らがアイデア・

構想段階から設計に加わり、プロトタイプの製作

から量産化に至るまで一貫したものづくり支援を 

TOKYO Hardware Startup 
incubation Center  

行う「Garage Sumida」を設立し、多くのベンチャー企業の開発を支援している。 

■東京から新たな創業・起業・市場を生み出す！ 

 浜野社長は「業界・業種・地域・企業規模を超えた連携やお互いの得意分野の技

術・サービス・ノウハウを持ち寄って、東京から新たな創業・起業・市場を生み出

す。」と東京でのものづくりベンチャーのエコシステムの構築に日々取り組んでい

る。 

■中小企業におけるオープンイノベーション 

Column 



■社会的課題の解決に向けたLIMEXの貢献 

 

■今後のグローバル展開と中小企業との連携 

 製品開発では東京都立産業技術研究センターの技術支援を受けながら開発を実

施。また都の認定を受けて、東京マラソンのマップの素材として採用されたほか、

国内では既に3,000社以上が名刺やメニュー表などでLIMEXを使用している。同社

は「社会的課題の解決には行政との連携が重要。」として、自治体との一層の連携

を通じた実証実験の実施等を検討している。今後は「評価の高い海外への積極的な

展開を目指すとともに、多様な中小企業とも連携していきたい。」と考えている。 

 株式会社TBM（中央区）は、紙やプラスチック

の代わりとなる新素材「LIMEX」の開発と製造を通

じて、地球の資源問題解消に貢献するビジネスを展

開している。 

 紙の生産には木材や水が大量に必要であるが、同 
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Column 

 都産技研バンコク支所では、海外規格や品質などの

技術課題に対して、技術相談やセミナー等を実施し、

相談実績は年間約300件にのぼる。また、タイにおけ

る試験機関の情報提供と機関交流も実施しており、多

くの日系の中小企業から高く評価されている。 

■東京都中小企業振興公社によるASEAN展開サポート 

■東京都立産業技術研究センターによる技術相談 

Column 

製品は石灰石が主原料のため、大幅な水資源の削減が可能である。また、再加工に

よりプラスチック代替品を作ることで、高効率なリサイクルも可能である。 

 

 タイの首都バンコクに2015年12月に開設した公社

のタイ事務所では、現地ビジネスに精通した職員が経営

面についての相談に無料で対応するほか、現地企業との

ビジネスマッチングなどを実施している。また、インド

ネシア、ベトナムにもサポートデスクを設置し、海外展

開支援の一層の強化を図っている。 



 アントレプレナーシップ※ に対する理解が東京に定着し、起業家を目指す人材

やそれを支える様々な主体が増えるなど、若者から女性、シニアまであらゆる

層での起業が活発化している。 

    ※アントレプレナーシップ：新たなビジネスなどに挑戦する姿勢、起業家精神 

 

 ベンチャー企業が創業後も着実に成長して多くの雇用や新たな製品・サービス

を生み出し、起業家を目指す人のロールモデルになるとともに、世界で活躍す

るスタートアップ※が東京から次々と創出されている。 

        ※スタートアップ：新たなビジネスモデルの立ち上げなどを行う創業間もない企業 

 

 多くの女性起業家等が、女性ならではの視点や発想等を活かして経営に参画す

ることで、女性の活躍が一層進むとともに都内企業の競争力が高まっている。 

（３） 世界有数の起業しやすい都市へと発展 

（具体的な課題） 

• 中長期的な将来を見据え、開業率を欧米に並ぶ10%を超える水準に引き上げる基盤

をどう作り上げるか 

• 創業の可能性や意向のある人材が具体的な行動に踏み出すためには、どのようなし

くみが必要か 

○これからの企業経営の担い手となる起業家を数多く生み出すためのしくみや

基盤が十分にできていない 

■ 現 在 の 課 題 

52 

■ １０年後の中小企業像 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

≪東京・全国の開廃業率≫ 



（具体的な課題） 

• 経営や事業を大きく伸ばすノウハウが十分でないベンチャー企業が発展するには、

どのようなしくみが必要となるか 

• 様々な特徴を有する民間等のインキュベーターが数多く存在する東京の強みを効果

的に活用することができないか 

○創業者の属性や創業時に直面する経営課題が多様化する中で、その発展に

必要な知識やノウハウを確保するのは容易でない状況がある 

（具体的な課題） 

• 海外市場への参入に意欲的なベンチャー企業が東京の経済成長をけん引する中心的

な存在として成長するにはどのような取組が必要か 

○世界のベンチャー先進都市に比べて、グローバル展開を目指すベンチャー

企業が次々と生まれる状況が進んでいない 

≪ベンチャー投資の国際比較≫ 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

≪開業時苦労したこと及び現在苦労していること≫ 
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（具体的な課題） 

• 東京で創業したベンチャー企業が相互に影響を及ぼしながら発展するというムーブ

メントを、行政としてどう高めていくか 

○労働力人口の減少が見込まれる中、多様な経営人材の活躍が必要となって

いる 

≪女性管理職の割合・国際比較≫ 

出典  東京都「東京の産業と雇用就業2018」 

○東京の特色を踏まえた創業のムーブメントが高まっていない 

（具体的な課題） 

• 多くの女性が積極的に創業や企業経営に取り組むためのロールモデルや成功事例を

どのように生み出していくか 

• 未だ数が少ない女性経営者の直面する課題の解決をどう効果的に支援するか 

54 



 【方向性の体系】 

 ① 起業が身近な選択肢となる環境の形成 

 ② ベンチャー企業の育成支援 

 ③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く生み出す重点的な支援 

 ④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し 

 ⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援 

  ※起業エコシステム：ベンチャー企業、投資家、メンター、ベンチャーキャピタルなど 

   様々な立場の人たちが繋がり、必要な機能を提供し合うしくみ 

 ① 起業が身近な選択肢となる環境の形成 

 事業所数の減少傾向に歯止めをかけ、中小企業が将来にわたり産業の中心的な

担い手として発展し続けるためには、都が率先的に起業の機運を高めていくため

のしくみづくりを進めることが重要である。 

 学校教育の段階から起業が将来の選択肢の一つであることを学ぶ「起業家教

育」に目を向けるなど、起業が数多く行われる機運醸成のための裾野を広げる。

また、普段の生活の中で考えついた着想を起業に気軽に結び付けるなど、創業が

身近に感じられるよう総合的なサポートを展開する。 

戦略Ⅲ 起業エコシステム※の創出 

■ 施 策 の 方 向 性 
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＜創業支援拠点   
    「ＴＯＫＹＯ創業ステーション」＞ 

＜ビジネスプランコンテスト 
「TOKYO STARTUP GATEWAY」の開催 ＞ 



 ② ベンチャー企業の育成支援 

 ベンチャー企業には、都内経済の担い手として持続的な成長を遂げることが期

待されるものの、起業後のステージや起業家の属性などによって様々な課題があ

り、こうした状況に応じた適切なサポートが求められる。 

 起業プランの策定から事業の拡大期までの創業の様々なステージに即して、知

識・ノウハウの習得や資金調達などの支援ニーズについてきめの細かい対応を行

うほか、これからの起業の担い手として可能性の大きい女性や高齢者について、

各々の直面する課題を乗り越えられるようサポートする。また、こうした多様化

する支援ニーズなどに十分対応していくため、様々な特色を持つ民間のインキュ

ベーターが集積するメリットをより効果的に発揮できるしくみづくりを進める。 
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 ③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く生み出す重点的な支援 

 起業家が創業後の早い段階から国内の市場に留まることなく、世界的な広がり

のあるマーケットに進出していくことは、都内経済の活性化にとっても重要な取

組であるため、積極的な後押しをすることが必要である。 

 東京のベンチャー企業が世界を舞台として活躍できるよう、認知度の向上や、

資金調達に向けた後押しを強化する。特に海外での取引先となる大企業のほか、

ＶＣ（ベンチャーキャピタル）などとのネットワークづくりに向けたサポートを

重点的に行う。 

＜ベンチャー企業と海外ＶＣ等との交流会＞ 

＜育成プログラムの成果を発表＞ 



・事業計画の磨き上げ   
・試作品づくりの支援 

・スタートアップ企業の掘り起し 
など 

 ④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し 

 海外と比較すると女性管理職の登用は未だ増加の途上であり、女性の起業家や

経営者としての力の発揮に向けた支援が不可欠である。 

 女性起業家の育成、特に、世界の市場における販路の拡大など、企業規模の飛

躍的な拡大につながるサポートに力を入れていく。また、女性の経営者が抱える

様々な課題の解決に向けたしくみづくりを進める。 
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 ⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援 

＜「ＡＰＴ Ｗｏｍｅｎ※」 キックオフイベント＞ 

 東京における創業が中長期に

わたり一定のレベルとボリュー

ムを維持しながら展開すること

が、これからの産業の担い手づ

くりに不可欠となる。 

 そのため、起業を目指す人材

や起業して間もない会社、さら

にはユニコーンを目指す革新的

なベンチャー企業など、それぞ

れの段階に応じて、経営や技術

など様々な面からの集中的なサ

ポートを年間1,000件程度実施

する態勢を継続し、起業エコシ

ステムの確立を目指す。 

     ・小中学生への起業家教育  
・各種相談やセミナー 

        ・ビジネスプランコンテストの開催     

ユニコーン企業 

育成 
（300社目途） 

事業スタート 
（600社目途） 

幅広い普及啓発 
（1,000社起業） 

成長 
（100社目途） 

・インキュベーション施設 
の設置・運営 

・ベンチャー企業への表彰 
・設備投資の促進 

・海外展開への支援 
・大学・大企業等との連携 

・新産業への参入支援 

経営・技術両面からの支援 
1,000社 

 
・ベンチャーファンド 
 

・創業サポート融資 
 

・クラウドファンディ
ングの利活用促進 
 

資金面からの支援 
1,000社 

＜1,000社支援プロジェクト＞ 

※ＡＰＴ Ｗｏｍｅｎ：Acceleration Program 
  in Tokyo for Women の略称 



① 起業が身近な選択肢となる環境の形成 

（起業家教育の推進） 

都民にとって起業を身近な存在とするため、小中学校における起業家教育の実

施に向けた相談体制を整備するほか、起業家教育のためのイベントやプログラ

ムの策定支援などを実施する。 

 

（ビジネスプランコンテストの開催） 

次世代の産業を担う若者から広くビジネスプランを募り、ビジネスプランコン

テストを実施することで起業への関心と意欲を喚起するとともに、優れたビジ

ネスプランを選定して磨き上げ、起業の実現をサポートする。 

 

（総合的なサポート） 

起業に関心のある都民が気軽に立ち寄ることができるよう、創業に関するアド

バイスや交流スペースを提供するなど、創業希望者の掘り起しを行うととも

に、創業予定者等に対し、事業計画の策定のサポートや専門相談、セミナーを

実施するなど、事業化までをワンストップで支援する創業支援拠点を運営す

る。 

 

多摩地域において、創業希望者の掘り起しや起業に向けた各種支援を行うた

め、新たに多摩地域における創業支援拠点を整備する。 

 

② ベンチャー企業の育成支援 

（設立段階でのサポート） 

先端的なものづくりや都内に集積する成長分野に参入するベンチャー企業に対

し、低廉な賃料のオフィスの提供やインキュベーションマネージャーによる経

営支援を実施する。 

 

資金調達が厳しい状況にある創業予定者や創業間もない会社などに対し、従業

員の人件費やオフィスの賃借料など、創業期に必要な経費の一部を助成する。

また、起業家による新たな空き家の利活用モデルを作り出す取組を実施する。 

 

 

 

■ 当 面 の 施 策 展 開 
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（アクセラレーター※の活用） 

都の政策課題に関連する事業分野等に取り組むベンチャー企業などに対し、先

輩の起業家等から短期間で集中的に支援を受けるとともに、起業家同士が切磋

琢磨できる機会と場を提供する。 

   ※アクセラレーター：起業家や創業直後の企業に対し、事業を成長させるため 

   の支援を行う組織 

 

（女性や高齢者などへの起業支援） 

女性・若者・シニアによる地域に根ざした創業を支援するため、信用金庫や信

用組合を通じた低金利・無担保の融資と地域創業アドバイザーによる事業計画

への助言や創業後の経営サポートを組み合わせて提供する。 

 

超高齢社会の到来に伴い今後ますます増加が見込まれるシニア層が、起業を働

き方の１つの選択肢とできるよう支援するとともに、実際の起業に向けた後押

しを行う。 

 

（民間インキュベーション施設等へのサポート） 

都内に点在する様々な強みを持ったインキュベーターが連携し、創業予定者の

発掘・育成から成長の促進までを一体的に行う取組を支援するため、協力態勢

を作り上げるために必要となる経費の一部を助成する。 

 

民間などによるインキュベーション施設の開設やレベルアップを後押しするた

め、一定の基準を満たす事業計画を認定し、優れた取組に対しては、施設の整

備や運営に必要な経費の一部を助成する。 

 

（地方との共存共栄を図るベンチャー企業の育成） 

日本各地との共存共栄を目指す都内外のベンチャー企業などを支援し、都と各

地がビジネスにおいても共存共栄するモデルケースを発信する。 
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③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く生み出す重点的な支援 

（マッチング機会の提供） 

ベンチャー企業が世界展開していくために必要な環境を整備するため、都内に

おいてＶＣ（ベンチャーキャピタル）や大企業等との出会いの機会を提供する

マッチングイベントなどを実施する。 

 

都のものづくりベンチャー企業を海外都市に派遣し、現地企業等とのマッチン

グを図ることで、外国のエコシステムを活用したビジネスモデルの構築を支援

する。 

 

（ベンチャーファンドを通じた支援） 

ＩｏＴやＡＩなど先端技術を活用したイノベーションの創出やグローバルな活

躍を目指すベンチャー企業を後押ししていくため、ファンドへの出資を通じ

て、経営のノウハウの提供など、資金と経営の両面からの支援を実施する。 

 

④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し 

（飛躍に向けたサポート） 

女性起業家としての成功のモデルを作り出すため、成長を目指すスタートアッ

プの女性起業家に対して国内での育成プログラムや海外での派遣研修などを実

施する。 

 

（女性経営者が抱える様々な課題への対応） 

企業経営における女性の一層の活躍を後押しするため、その直面する課題の解

決に向けた相談態勢を整備するほか、新たな知識やネットワークの獲得に向け

て女性経営者が一同に会するイベントなどを実施する。 

 

⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援 

（着実な起業支援の展開） 

創業への関心を高めるために効果の高いＰＲや優れたベンチャー企業の発掘を

行うほか、経営や技術など様々な面からの集中的なサポートを年間1,000件程

度着実に実施し、起業エコシステムの確立を目指す。 
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■メイカーズが次々と生まれる都市「深圳」 

 中国の深圳では、官民によるベンチャーの支援体制が充実

している。スタートアップベンチャーを支援するため、都市

内の随所に「メイカースペース」と呼ばれる施設が整備され

ている。施設内には、例えば製品開発に必要となる材料や３

Dプリンター、試験・検査機器のほか、宿泊設備なども整備 

され、ベンチャー企業が低コストで開発に集中できる環境を整えている。 

 中国政府も、メイカースペースの設置を推し進めており、深圳内では、政府の支

援を受けて約250か所（2017年現在）もの施設が運営されている。 

Column 

 都のビジネスプランコンテストで優秀賞を受賞し

た中村氏が代表を務めるCARTIVATOR（カーティ

ベーター）は、「モビリティを通じて次世代に夢を

提供する。」をミッションに、2012年に始動した

団体で、2018年現在、航空・自動車業界を中心に 

100名以上の有志メンバーで空飛ぶクルマの開発を行っている。 

 中村氏は、「空飛ぶクルマは、メンバー数名で『次世代に刺さるモビリティ』に

ついて議論し、100個以上のアイデアから出てきたもの。最初は周りに伝わらず、

夢物語と思われていたのではないか。」と振り返る。起業（活動開始）後プロトタ

イプなどを作り、多くの人にプレゼンテーションで伝えるうちに、少しずつ理解を

得られた。 

■２０２０年東京大会、その先を見据えて 

 大きな転換期は、大手自動車メーカーグループから

の協賛のニュースが新聞に載ってから。「迫力ある飛

行試験、企業からのスポンサードなど、有志活動とし

ては全てが想像を超えた、インパクトのあることが 

■次世代に刺さる「空飛ぶクルマ」への挑戦 

日々起きている。」と中村氏。2050年までに誰もがどこでも飛べることを目標に

意欲的に取り組み続けている。 

Column 



■海外のマーケティングを経て、米国西海岸に事業所を新設 

 株式会社ゼスト（中央区）では、人材や機材手配に係るスケ

ジュール管理という複雑な作業を自動化する“行動予定表自動化

システム“を開発、販売を開始した。JETROの支援により米国

の訪問看護・介護分野で導入可能性が高いことが判明し、 女性

起業家を支援する都の「APT Women」事業の海外派遣プロ 

グラムを活かして米国で進出地域の選定に着手した。その結果、シリコンバレーに事

務所を開設することに成功。伊藤由起子社長は「米国での事業所開設という経営判断

に非常に有効であった。」と語る。 
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Column 

■グローバル展開の足がかりとしてＮＹへ進出 

 河本扶美子社長は、このサービスは海外での競争力が極めて高いと考え、海外で

のＰＲの機会を模索していた。そのとき都の「APT Women」事業を知り、第一期

生に応募。派遣先のニューヨークで人脈を構築し、5人の登録事業者が現地でＰＲの

機会を得ることに成功した。 

 河本社長は「スケールアップを目指す女性起業家のネットワークが獲得できた。

これも貴重な財産である。」と語る。 

  株式会社ファーストブランド（渋谷区）は、専門家

登録サイトを運営している。このサービスは、サイト

の運営だけでなく登録個人事業主らの強みや専門性を

PRしていくためのアドバイスを提供しており、地元か

ら全国へと活躍の場を広げる講師等が数多く生まれて

いる。 

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjcstXrvb_fAhULXrwKHT_RC8AQjRx6BAgBEAU&url=https://thepedia.co/article/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%96%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%89%E3%80%81%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%AF%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%89%E3%83%A2%E3%83%81%E3%83%99%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A7/&psig=AOvVaw2FELsu6ps8fyc-Wnjagf83&ust=1545981980904144


 地域の産業の様々な主体が強固なネットワークを確立しており、都外エリアと

も活発な交流を展開するなど、自治体のエリアを超えた域外から多くの人や投

資を呼び込んでいる。 
 

 地域経済を支える小規模企業が、地域の支援機関などと手を携えながら持続的

な成長・発展を成し遂げているとともに、多摩・島しょ地域のポテンシャルが

十分に発揮され、各種の産業が活性化している。 
 

 地元の商店街が、切磋琢磨して魅力ある店づくりを行うことで多くの来街者を

呼び、賑わいを創出するとともに、コミュニティの核として地域の活性化にも

貢献している。 
 

 時代の先進的な技術などを踏まえた多様な金融手法が浸透するとともに、地域

金融機関等から中小企業の経営実態に即した円滑な資金調達が行われている。 

（４） 小規模企業の活躍等による地域力の向上 

（具体的な課題） 

• 工場の都外への転出などによる中小企業の経営への影響をどのように抑えていくか 

• 自治体の区域を超える企業間の広域的な交流をどのように広げていくか 

○各地域では、事業承継をはじめ産業の創出やビジネスマッチングなど集積の

維持と発展に関する取組が必要となっている 

≪今後区市町村が重点的に取り組んでいきたい支援≫ 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

土地等の整備供給 

土地の周辺住民や地権者との調整 

交通アクセスの向上 

土地情報等ワンストップサービス窓口の整備 

土地取得に関する優遇制度 

設備投資に関する優遇制度 

人材確保に関する優遇制度 

産学官連携等の新産業創造への取組支援 

企業ビジネスマッチング支援 

事業承継支援 

事業再生支援 

ＢＣＰ対策への支援 

ＨＰ等での企業情報ＰＲ支援 

その他 資料 東京都が平成30年1月に実施した 
アンケートより作成 

■ 現 在 の 課 題 
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■ １０年後の中小企業像 



（具体的な課題） 

• 小規模企業が抱える様々な経営上の課題をどのようにきめ細かく解決していくか 

• 地域ごとの特色をどのようにビジネスに結び付けていくか 

○地域経済の重要な担い手である小規模企業は経営基盤が脆弱であり、経営

環境の変化などの影響を受けやすく、経営が不安定である 

（具体的な課題） 

• 買い物客の動向を踏まえつつ、商店街が戦略を持って発展するためにはどのような

取組が必要か 

• 商店街の持続的な発展をどのように進め、地域全体の活性化につなげていくか 

○都内各地の商店街では、大型店との競合やネット販売の影響などにより売

上を伸ばすことができない店舗も生じており、地域コミュニティの核としての

役割を担う力が弱まりつつある 

≪商店街の活性化に必要と考えること≫ 

出典 東京都「平成28年度東京都商店街実態調査報告書」 
 

≪企業規模別構成比（東京）≫ 

出典  東京都「東京の産業と雇用就業2018」 
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（具体的な課題） 

• 大規模工場の撤退などに伴う地域経済への影響が懸念される中、多摩地域において

産業を活性化するためのしくみをどう構築するか   

• 島しょ地域における多様な資源を、地域の活性化にどのようにつなげていくか  

○多摩エリアに集積する企業、大学、研究機関の力を十分に引き出して中小

企業との連携を図るほか、島しょエリアでは豊かな地域資源を産業振興に

結び付けるなど、地域経済を活性化していく必要がある 

≪多摩・島しょ地域の産業の状況≫ 

出典 東京都「グラフィック東京の産業と雇用就業2018」一部加工 

（具体的な課題） 

• 中小の町工場や商店が、その実態をよく理解する地域金融機関等から必要な資金調

達を行っていく上で、どのような支援が必要か 

○東京で活動する中小企業が様々な資金ニーズに応じて金融機関等から円滑

に資金調達を行えるよう、一層努めていく必要がある 

≪業種別中小企業資金繰りＤＩの推移≫ 

出典 東京都「グラフィック東京の産業と雇用就業2018」 
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 【方向性の体系】 

 ① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展 

 ② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援 

 ③ 商店街の活力向上のためのサポート 

 ④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化 

 ⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達 

 ① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展 

 地域経済の活力が失われることのないよう、各地域における産業集積の維持と発

展に向けて、適切な支援を行っていくことが必要である。 

 工場集積の確保に努め、都内のものづくり企業が地域の社会と良好な関係を築

き、生産活動を継続できるよう、立地情報の提供や区市町村の産業施策と連携した

サポートを行う。また、広域的に人・モノ・情報が行き交う支援拠点の整備を進め

る。 

戦略Ⅳ 活力ある地域経済に向けた基盤整備 

■ 施 策 の 方 向 性 
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＜立地に関するワンストップ相談センター＞       ＜中小企業の販路開拓を支援する 
           「産業貿易センター浜松町館」＞ 

※イメージ画像 



 ② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援 

 中小企業の約８割を占める小規模企業は、地域の特色を活かした事業活動を行い、

就業の機会を提供することにより、地域経済の安定や住民生活の向上、交流の促進

に寄与する存在であることから、持続的な発展を実現することが極めて重要である。 

 小規模企業が地域の関係機関等と協力しながら健全な事業活動が行われるよう、

「かかりつけ医」のような地域密着の支援体制を確保していく。また、地域資源の

有効活用や伝統工芸品産業の振興など、地域の特色を活かした産業振興にも力を入

れる。 
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 ③ 商店街の活力向上のためのサポート 

 商店街は商業活動の場であるとともに、地域住民の生活と交流を支えるコミュニ

ティの核として不可欠な機能を有している。商店街の活性化は地域の活性化にもつ

ながるため、その活力を引き出す支援が必要である。 

 各地域の商店街がそれぞれ創意工夫をこらして実施する戦略的な取組に対して、

ハードとソフトの両面から着実なサポートを実施する。また、店主の高齢化や後継

者不足により空き店舗が増加する現状を踏まえ、若者や女性など、新たなビジネス

の担い手による数多くの開業を促す取組を強力に進める。 

＜小規模企業等への経営相談＞ ＜地域資源の活用を促進＞ 

＜開業を支援するチャレンジショップ「創の実」＞ ＜商店街の優れた取組を表彰＞ 

自由が丘店 吉祥寺店 



④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化 

 東京の持続的な発展のためには、多摩地域や島しょ地域の持つ力を十分に活用す

ることが不可欠である。 

 中小企業が、多摩エリアの特色である大企業や大学、研究機関の集積や島しょエ

リアの豊かな自然などを活かして、新たな技術や製品・サービスの開発を行えるし

くみづくりを進める。 
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 ⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達 

  中小企業にとって資金繰りは経営を支える重要な要素であり、経営の安定化や

事業の発展のためには、それらのニーズに対応した資金調達が行われることが不可

欠である。 

 中小のものづくりの工場や様々な商店が、地域で日頃からの取引を通じて経営実

態を把握している地域金融機関等から、それぞれの抱える課題などに応じて円滑に

資金調達を行えるよう支援する。 

  ＜総合支援拠点 
      「産業サポートスクエア・ＴＡＭＡ」＞ 

＜産業交流拠点の整備＞ 

＜制度融資の仕組＞ ＜多様な資金調達の後押し＞ 

※イメージ画像 

※東京都ＡＢＬ制度で担保として活用できる資産の例 



① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展 

（地域毎の集積の維持・発展のためのサポート） 

地域産業の活性化に向けて、区市町村の作成する地域産業活性化の計画の実現

を後押しするため、地域内のネットワークを活用した自治体の様々な産業振興

施策に対するサポート等を行う。 

 

ＩｏＴ等の先端技術を活用して地域の課題解決や地域産業の振興を図るため、

区市町村が中小企業と連携して先端技術を活用した実証実験を実施する取組な

どへのサポートを展開する。 

 

（ものづくり企業の立地支援等） 

住工混在により操業環境が悪化する中、ものづくり企業が地域と共生しながら

操業を継続することのできるよう、周辺環境に配慮した防音・防臭等の対策や

周囲のエリアとの調和などに取り組む企業を区市町村と連携して支援する。 

 

ものづくり企業の減少や大規模工場の撤退などにより、地域の産業への影響が

懸念される中、都内への立地を希望する企業に対する物件情報の提供や支援施

策等の展開などにより、産業集積の維持と発展に結び付ける。 

 

（広域的な産業交流の活性化） 

区部では中小企業や中小企業団体が開催する見本市などの場として最適な中規

模展示施設を通じて中小企業の販路開拓を支援するとともに、多摩地域では広

域的な産業交流を促進するための拠点を整備する。 

 

② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援 

（小規模企業への支援） 

小規模企業の経営を改善し、経営基盤の安定化を図るため、経済団体と協力し

て税務・会計などの相談に対応するほか、経営力の強化に役立つ講習会等を実

施する。 

■ 当 面 の 施 策 展 開 
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（地域資源の活用促進） 

東京の各地域の持つ強みと特色である技術や伝統工芸品などを活用し、中小企

業等による新たな製品及びサービスの開発や改良を支援する。 

 

東京の優れた製品などの販売及びPRに必要な経費助成や販売促進のアドバイス

等を行うことにより、それらの市場での認知度を高めてブランド力の強化など

を後押しする。 

 

③ 商店街の活力向上のためのサポート 

（商店街の戦略的な取組のサポート） 

魅力ある商店街づくりに向けて、将来を見据えた戦略的な取組にチャレンジす

る商店街に対し、区市町村を通じた補助を行うほか、都の政策課題の解決につ

ながる商店街の取組に対する支援を行う。 

 

商店街が抱える潜在的な課題の抽出や、その解決に向けた取組の提案を区市町

村でサポートできる態勢を整備するよう支援を行うほか、商店街に専門家を派

遣し新たな取組を行う際に必要となる知識やノウハウを提供する。 

 

空き店舗を活用した先進的取組を支援し、モデル的事例として広く波及させる

とともに、外部の専門家を活用してまちづくり的な視点を持った取組に支援を

行うことなどにより、商店街の活性化をサポートする。 

 

（商店街での開業支援） 

都内商店街での開業や事業承継を促進するため、開業等の際の店舗の新装や改

装などに要する経費等への助成や経営のノウハウを身につけるための専門家に

よる継続的なアドバイスなどの支援を行う。 

 

魅力ある店舗の創出を目指し、将来のリーダーとしてもポテンシャルを持つ若

者や女性を対象に、本格開業に向けたノウハウを学べるようチャレンジショッ

プにおいてトライアルの機会を提供する。これに加え、地方の繁盛店の経営手

法を学ぶ研修を実施することで、商店街の新たな担い手の育成を図る。 
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意欲のある若手の事業主に対して、専門家の派遣や実践的な講座により事業を

伸ばすノウハウを提供し、次世代の商店街を担う人材の育成を図る。 

 

④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化 

（多摩・島しょ地域の特色を活かした支援） 

中小企業の経営・技術相談や職業能力開発・人材育成支援などを行う多摩地域

の総合支援拠点を運営する。 

 

多摩地域のイノベーションの活性化に向け、中小企業が大手企業や大学などと

交流する場やネットワークづくりのための勉強会を開催するとともに、産学公

連携を促進して中小企業の製品開発を後押しする。【再掲】 

 

多摩地域において、創業希望者の掘り起しや起業に向けた各種支援を行うた

め、新たに多摩地域における創業支援拠点を整備する。【再掲】 

 

多摩地域の持つ産業集積の強みを活かし、広域的産業交流の中核機能を担い、

都域を越えた産学・産産連携を促進する交流拠点を整備する。 

 

人口減少や高齢化などにより、産業の発展が思い通りに進まないことの多い島

しょ地域の小規模事業者に対して、経営力向上や経営基盤の強化を図り事業を

継続できるよう、地域資源のＰＲや販路拡大の機会を創出するほか、事業承継

を促進する施策などを実施する。 

 

⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達 

（中小企業の抱える経営課題に対応した金融支援） 

都、東京信用保証協会及び金融機関の３者が協調して融資を行い、信用力が弱

く金融機関からの融資を受けにくい中小企業の資金調達の円滑化を図る。 
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（資金調達手段の多様化に向けた取組の充実） 

高い技術力や優れたビジネスプラン等を有しているにもかかわらず、当面の事

業継続に必要な運転資金などを十分に確保することの難しい中小企業に対し、

都と地域の金融機関とが連携した融資制度により資金繰りを支援する。 

 

中小企業の資金調達の選択肢を広げるため、不動産担保に頼らずに、中小企業

が保有する機械・設備等や売掛債権、在庫といった様々な事業用資産を担保と

して有効活用することにより資金調達を支援する。 

 

主婦や学生のほか高齢者等の幅広い層による創業や新製品開発などへの挑戦を

促進するため、クラウドファンディングの利用手数料への補助を行うととも

に、相談窓口の設置やセミナーの開催により、クラウドファンディングを活用

した資金調達を支援する。 
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 都では、商店街での開業を希望する若者や女性を後押

しするため、「チャレンジショップ 創の実」を開設

し、専門家のアドバイスや実際の店舗運営を経験しても

らうことにより、商店街での本格的な開業を目指す経営

者を支援している。 

■商店街で民間交番 

 明大駅前商店街（世田谷区）では、自分たちの街

は自分たちで守ろうと、安全安心の街づくりをコン

セプトにかかげ、2002年、明大前駅改札口前に、

日本初の民間交番「明大前ピースメーカーズ ボッ

クス」を開設。週６日の防犯パトロール活動を実施

している。これにより、地域の犯罪件数を537件 

（2003年）から15件（2011年）へと激減させた。全国に設置が広がりつつある

民間交番の先駆けである。 

■商店街での開業を目指す女性や若者を支援 

Column 

 商店街の抱える空き店舗や後継者不足などへの対応として、新たな店舗の開業に

より、地域の活性化に大いに貢献していくことが期待されている。 



■地域の資源を活用した製品開発 

■閉店する地元洋菓子店を事業承継し、菓子工房を設立 

 酒類や飲料の卸売会社トウショ酒販株式会社（神津島

村）を引き継いだ宮川社長は、村の美味しい水を使った

ビールを作りたいと思い続けていた。ビールづくりの知識

や経験はなかったが、東京2020大会の決定を受け、神津

島の名を全国に広めるチャンスと、神津島クラフトビール 

づくりに着手。都の支援も受けながら課題をクリアして、自社の地下倉庫を改造し

た醸造施設とビアパブをオープンし、自家醸造ビールを発売した。宮川社長は、｢日

向麦酒や神津島をもっと広く知ってもらうためのきっかけにしたい。」と語る。 

 1945年創業の金澤建設株式会社（小金井市）の金澤

社長は、地元で愛されてきた小さな洋菓子店の閉店の話

を聞き、その味を何とか残したいと、異業種でありなが

ら菓子作りの事業承継を決意した。店を居抜きで借り、

レシピを受け継ぎ、「菓子工房ビルドルセ」をスター 

ト。人気商品だった「カスタードパフ」を地元の名物に 

しようと「黄金井パフ」に名前をかえて販売し新作も開発。商品の販売は伸び、商工

会の「ニッポン全国おやつランキング」でも評判となった。金澤社長は「地元の味を

絶やしたくないという強い想いと仲間たちの存在があり承継できた。SNSの更なる

活用などにより知名度を高めたい。」と語る。 

Column 
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 創業100年を超える法律関連の書籍販売業である株式

会社至誠堂書店（文京区）は、近年ＥＣ関連の販売が増

加するも、社内システムが老朽化し、使い勝手の悪さか

ら事務作業が煩雑化する等、大きな経営課題を抱えてい

た。そこで、東京商工会議所の経営指導員や専門家によ 

る継続的な支援を受けて、社内体制を見直すとともにシステムの入れ替えを実施。

ＥＣサイトを刷新し、効率的な在庫管理システムを導入することで、業務効率化と

売上向上を同時に実現している。 

■老舗書籍販売業のＩＴ導入による業務効率化、売上向上の実現 



 中小企業の事業活動に必要な人材の確保が円滑に進み、主体的に人材育成に取

り組んでいる。 

 

 現場を牽引するリーダーや未来の経営者となり得る中核的な人材が、事業の発

展に必要となる能力などを身に着け、多くの中小企業でその能力を存分に発揮

している。 

 

 誰もが希望するワークスタイルで働ける環境が整備され、女性やシニアをはじ

めとする多様な人材が活躍している。 

（５）多様な人材が中小企業で活躍 

（具体的な課題） 

• 女性やシニア、外国人などの多様な人材の活用も含めて、事業活動の担い手をどう

着実に確保していくか 

• 時代のニーズに対応して力を発揮できる人材を社内でどう育成していくか 

○人手不足が年々深刻化する中で、中小企業には人材の確保や育成を図るた

めの知識やノウハウ、体制の整備が十分でない場合が多い 

■ 現 在 の 課 題 
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■ １０年後の中小企業像 

出典 東京都「都民ファーストでつくる「新しい東京」 
 ～2020年に向けた実行プラン～」  

≪東京都の年齢階級別人口の推移≫ 



（具体的な課題） 

• 経営者をサポートできる人材をいかに育てるか 

• 各部門の専門的な人材をどのように育成するか 

○中小企業の成長にとって重要な役割を担う現場のリーダーや経営に関わる

中核的人材の確保や育成が十分に進んでいない 

≪部門別の中核人材の過不足感≫ 

出典 経済産業省「2015年版中小企業白書 」  

（具体的な課題） 

• ライフ・ワーク・バランスを実現できる働きやすい職場環境をどのように整備する

か 

• 多様な働き方を実現するフレックスタイムやテレワークなどのしくみを定着させて

いくためにはどのように中小企業に働きかけていくのか 

○人材の確保や多様な人材の活躍に向けて、誰もが希望に応じた柔軟な働き

方ができる環境づくりが必要となっている 

出典 東京都「東京の産業と雇用就業 2018」 

≪多様な働き方に関する制度の導入状況≫ 
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 【方向性の体系】 

① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化 
 

② 中小企業における中核人材の育成促進 
 

③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備 

 ① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化 

 生産年齢人口の減少が見込まれる中で、企業の成長に必要な人材を確保し、その

育成を着実に進めることができるよう、適切な支援をしていくことが必要である。 

 中小企業の人材確保に関する相談への対応や人材戦略の構築、採用ノウハウの向

上に向けた支援など、採用活動のサポートを行う。また、中小企業の人材育成ニー

ズに対応する訓練を行うほか、生産性の向上、従業員の技能の継承などに向けた人

材育成・能力開発をきめ細かく支援する。 

戦略Ⅴ 人材力の強化と働き方改革の推進 

■ 施 策 の 方 向 性 
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＜中小企業職場見学ツアーを開催＞ 

＜採用に関する相談窓口＞ ＜人材戦略セミナーの様子＞ 



 ② 中小企業における中核人材の育成促進 

 生産性の向上や新たな事業展開の中心を担う現場のリーダーや幹部候補となる人

材については、業務が多忙であることなどから、意欲がありながらも学習すること

が困難な場合があり、適切なサポートが必要である。 

 中小企業で働くこうした中核人材が、これまで培った経験やノウハウを体系的に

整理して現場での指導において活用できるよう後押しするとともに、最新の経営手

法やＩＣＴの知識を学ぶことができるよう、重点的に支援する。 
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 ③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備 

 企業における人材確保を図り、多様な人材活躍を促すためには、誰もが意欲と能

力を発揮できる職場づくりを推進することが必要である。 

 より多くの企業が働き方改革を着実に進め、一層の業務改革等に取り組めるよう

支援する。また、多様なワークスタイルの実現に繋がるテレワークの導入やサテラ

イトオフィスの設置などに対して、重点的に支援する。 

＜「東京テレワーク推進センター」 
による普及啓発＞ 

＜サテライトオフィス＞ 

＜生産性向上を学ぶための人材育成講座＞ ＜事業化に向けた社内体制整備を支援＞ 

※イメージ画像 



■ 当 面 の 施 策 展 開 
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① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化 

（総合的なサポート） 

人材確保に悩む中小企業からの相談に専用窓口で対応するとともに、女性やシ

ニアなど多様な人材の活用方法等を助言する専門家派遣やセミナー開催のほ

か、合同就職面接会を行うなど、中小企業の採用活動を総合的にサポートす

る。 

 

（戦略的な人材の確保のための支援） 

生産性向上や新たな事業展開などに向けて、中小企業が中期的な視点で人材戦

略を構築できるよう、人材戦略講座やコンサルティングによる支援を実施す

る。 

 

外国人材を円滑に受け入れられる環境づくりを推進するため、中小企業を対象

としたセミナーやインターンシップを実施するほか、相談体制の整備や仕事上

のスムーズなコミュニケーションに役立つノウハウの提供などを行う。 

 

（地域と連携した人材の確保のための支援） 

中小企業における人手不足などの課題の解決に向けて、地域にネットワークを

持つ金融機関等と連携したアウトリーチ型支援として、助言を希望する中小企

業を訪問し、企業に適した支援プログラムなどを提案する。 

 

地域の実情に応じた多様な人材の就業の促進や中小企業の人材確保に向け、外

国人材の活用など、モデルとなる先進的な取組を行う区市町村等を支援すると

ともに、業界団体を通じて、中小企業が「女性の活躍推進」や「働き方改革」

の視点に立った人材確保に取り組めるよう支援する。 

 

（中小企業で働く魅力を発信） 

若者・女性などに対して、中小企業の魅力をＷＥＢサイトや冊子で発信すると

ともに、企業と若者等が直接交流する企業見学ツアーなどを実施するほか、中

小企業と教育機関が連携して実施するインターンシップへの支援を行う。 
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（人材育成のための訓練の場の提供） 

中小企業の従業員を対象に、ものづくりや情報関係など多様な訓練コースを設

定し、スキルアップを着実に後押しするとともに、中小企業の多様な人材育成

ニーズに対応するオーダーメイド型の訓練や、企業現場で行う訓練への指導員

の派遣を実施する。 

 

中小企業の生産性の向上や従業員の技能の継承、従業員のモチベーションの維

持や向上などに向けて、企業の成長を担う中堅・中核層などの人材育成や能力

開発に繋がるよう在職者訓練の充実強化を検討する。 

 

② 中小企業における中核人材の育成促進 

（経営人材等の育成） 

経営戦略や組織マネジメントなどの面で経営者を支える人材を育成するため、

必要となるスキルを習得する講座や個別支援を実施することにより、企業の持

続的な成長を後押しする。 

 

（専門スキルの向上） 

生産性や収益力の向上によりものづくり産業の競争力を高めていくため、講義

と生産現場での実習を組み合わせたプログラムを開催するとともに、生産工程

における標準化に関するノウハウや知識を習得するための機会を提供する。 

 

サービス産業の事業者に対し、新たなサービスの創出や生産性の向上を実現す

るために必要な知識を提供し、専門性を有する人材を育成するため、基礎知識

や実践方法を学ぶ場を提供する。 

 

製品開発力が十分でない中小企業などに対して、講座や個別指導により開発か

ら販売までを一貫して支援することで、継続してイノベーションに取り組むこ

とができるよう社内の体制を整備するサポートを実施する。 
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③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備  

（働き方改革の一層の推進） 

長時間労働の削減や年次有給休暇などの取得を促進するために「TOKYO働き

方改革宣言企業」の更なる拡大を図るとともに、宣言を行った企業が一層の業

務改革等に取り組めるよう、専門家派遣による生産性向上に向けたコンサル

ティングを実施する。 

 

中小企業をはじめ、より多くの企業が働き方改革に取り組むよう、働き方改革

の好事例の紹介や、経済団体や金融機関などと連携した普及啓発により、一層

の気運醸成や取組の推進を図る。 

 

中小企業で働く方が、個々のライフイベントやライフステージに応じて安心し

て働き続けられるよう、育児・介護や病気の治療などと仕事の両立ができる社

内制度や職場環境づくり等に取り組む企業を支援する。 

 

（テレワークの推進） 

国と連携して、テレワーク推進の気運醸成に努めるとともに、東京テレワーク

推進センターにおいて、テレワーク導入を検討している企業などに対し情報提

供や相談、助言といった支援をワンストップで行う。 

 

企業のテレワーク導入を加速化するため、専門家を企業に派遣しテレワーク導

入の前提となる業務の見直しや改善に向けたコンサルティングを行う。また、

テレワーク機器のトライアル導入や制度整備などに対して支援する。 

 

テレワークの普及を効果的に推進するため、業界をあげてテレワーク導入に取

り組む団体を支援するほか、企業とのネットワークを持つ経済団体や金融機関

等と連携した普及啓発や相談対応などを実施する。 

 

市町村部で職住近接に繋がるサテライトオフィスが増えるよう施設整備費や運

営費の補助を行うとともに、子育てや女性活躍、地域振興など地域の実情に応

じて区市町村が取り組むテレワーク推進に関する事業等への支援を実施する。 
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 同社の細貝社長は、さらに人材の育成にも力を入

れる。社員の能力開発を目的として、社員個々の目

標管理と連動した人事評価制度や若手技術者の育成

に取り組んでもらうための再雇用制度の導入、技術

士を招いての国家試験対策等の講義の実施などに取

り組んでおり、同社には、高度な加工機である同時 

■技能向上と社員のモチベーションアップ 
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5軸制御マシニングセンターなどを取り扱える一級技能士が多数勤務している。 

■人材育成と設備投資 

 細貝社長はさらに「社員のスキルやモチベーションを高めるためにも最先端の設

備を導入することは重要。そうした取組にも役立つ都の助成制度は今後も中小企業

にとって必要。」と語る。 

 

Column 

■認証取得により高い技術の保証と信頼を獲得 

 非鉄金属材料販売から精密機械加工、検査まで一貫して

手掛けることを強みとする株式会社マテリアル（大田区）

では、2000年代に取引先の不安定さから下請け脱却の必

要性を痛感した。そこで自社評価を高めるため、

ISO9001品質マネジメントシステム、ISO14001環境マ

ネジメントシステムを認証取得。更にJISQ9100を認証

取得し成長産業への参入を果たし、航空宇宙防衛産業で求

められるより高度な品質を常に追求する姿勢を持ち、信頼

を獲得している。 



 テレワークの導入で、残業時間の削減や平準化が

進み、年間の残業時間は約3分の１にまで減少した。

同社では、「テレワークなどにより、業務効率が大

幅に改善しました。また、勤務の形態を理由とした

離職はこれまで発生していない。」と語る。 

■ライフ・ワーク・バランスで多様な働き方を推進 

 株式会社クレストコンサルティング（千代田区）で

は、「従業員は会社の財産」という考えのもと、総合

的に取組を推進し、「平成29年度 東京ライフ・ワー

ク・バランス認定企業」大賞を受賞した。 

 同社は仕事と家庭の両立に悩むフルタイム勤務の中 

 

■取り組みのポイントは「お互い様」の意識づくり 

 育児中の社員が急遽出社できなくなった時でも、在宅勤務で対応が可能なため、

グループ内で作業負担の偏りが減少している。約20名の従業員の間には苦しい時は

「お互い様」という協力や連帯の意識が広がっている。 

■テレワークの導入で業務効率が改善 
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Column 

Column 

■多摩地区製造業で女性の活躍推進や働き方改革に向けた取組がスタート 

 経営者など11名の委員全員が女性の「女性活

躍推進プロジェクト会議」が、東京都商工会連合

会により平成30年11月に始まった。会議では、

ものづくり現場での女性の採用や育成等の課題を

議論し、女性活躍に向けた取組方向をまとめ、 

堅社員に向けて、短時間勤務制度を導入したほか在宅勤務（テレワーク）制度や時

間外勤務・休日出勤の事前申請制を開始し、育児や介護と仕事の両立に関する社内

研修も実施した。 

中小製造業における人材の活用と雇用の確保に取り組んでいく。 



５ 効果的な施策展開を実現するために 

 

 ① 中小企業の振興に関する条例の理念等の実現 

 中小企業の振興に向けた条例に掲げる基本的な理念に基づいて、本ビジョンの『目

指すべき姿』や『達成目標』を実現するため、施策の企画・立案から効果検証に至る

まで、施策のPDCA（計画・実行・検証・改善）を徹底していく。 

 

 ② 支援機関の強化 

 中小企業の支援にあたって、東京都のほか（公財）東京都中小企業振興公社や（地

独）東京都立産業技術研究センター、商工会議所や商工会、中小企業団体中央会、商

店街振興組合、労働団体などの関係団体が各々の機能を十分に発揮し力を高めつつ、

互いの連携を一層強化して取組を進めていく。 

 

 ③ 中小企業の利便性の向上 

 中小企業の支援策が適切に活用されるよう、個々の事業者のニーズに合致したメ

ニューをきめ細かく提供していくことが重要である。こうした支援メニューを利用す

る場合の利便性を高めるため、ICT技術を用いて申請や書類の提出を容易とするしく

みの充実を進める。 

 

 ④ 施策の認知度の向上 

 多くの中小企業が東京都の支援内容を正確に理解して最も効果の高い支援メニュー

を利用できるよう、様々な施策の認知度の向上などを図る工夫を進める。 

 

○ ビジョンで掲げる「目指すべき姿」や「達成目標」を実現するためには、中小企業振

興に携わる様々な主体が共通の理念や考え方を持つことが重要である。 

○ 東京都では、中小企業関係団体や金融機関等を通じ多様なサポートを実施しており、

こうした団体の支援機能をより高め、相互の連携を強めていくことが必要である。 

○ また、中小企業への支援施策を事業者が適切に利用できるよう、支援メニューの利用

を容易にするとともに内容のＰＲを進めることが重要である。 

■ 取 組 の 方 向 性 
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① 中小企業の振興に関する条例の理念等の実現 

（施策のＰＤＣＡの徹底） 

中小企業の振興に向けた条例の理念を実現するためのＰＤＣＡのサイクルを確

立するために、施策の実施状況について、様々な意見を聞きながら効果の検証

をしっかりと行い、より効果的な施策を企画・立案できるしくみを作る。 

 

② 支援機関の強化 

（中小企業振興公社の事業実施等の検証） 

中小企業の経営全般に関する各種支援事業の実施主体である東京都中小企業振

興公社において、PDCAサイクルによる施策の効果検証を行い、現場の声など

を反映しながら中小企業の様々な発展のステージや個々の経営課題等に応じた

きめ細かい支援策を展開していく。 

 

（産業技術研究センターの機能強化） 

東京都立産業技術研究センターでは中小企業の技術開発をサポートするため、

基盤研究や共同研究、依頼試験、技術相談などを実施しており、様々な企業が

最新の技術を導入した製品開発等に積極的に取り組むことができるよう、技術

動向を把握するとともに支援体制の一層の充実を図る。 

 

（中小企業関係団体や区市町村との連携） 

中小企業に対する支援を行っている中小企業関係団体や金融機関等のほか、区

市町村との連携を強化し、総合性のある支援体制を構築することにより、企業

からサポートを求められた機関で対応できない場合には他の機関を紹介するな

ど、様々な主体が提供している各種の支援を受けやすい環境を整える。 

 

③ 中小企業の利便性の向上 

（支援体制の充実） 

中小企業の現状を的確に把握するため、アンケートや統計データ、日常的な業

務の運営から得られる情報などを活用して、都として先進的な支援策の企画と

立案に取り組むなど、支援のスキルを不断に高めることで、中小企業が直面す

る新たな課題へ対応できる体制を整える。 

 

■ 具 体 的 な 取 組 内 容 
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中小企業の基本情報や施策の利用状況などの情報をデータベース化して利用者

の状況を一元的に把握できるしくみを作り、中小企業の実状やニーズに合致し

た新たな事業を効果的に提案するなど、企業経営を戦略的にサポートできる態

勢を整える。 

 

（手続き面での負担軽減） 

申請書類の多さや手続きの煩雑さなど支援メニューを利用する際の事務的な負

担について軽減を図り、中小企業が必要な支援を適宜・的確に受けることがで

きる環境を確立するため、申請書類の簡素化や電子申請の推進等に取り組んで

いく。 

 

④ 施策の認知度の向上 

（事業内容のより分かりやすい発信） 

多くの中小企業に様々な施策を積極的に活用してもらうため、施策の名称にサ

ブタイトルを付したり、分かりやすいパンフレットを作成するなど、支援の内

容を具体的にイメージすることができるよう発信力を強化する。 

 

  （各経済団体との協力） 

サポートを必要する中小企業に必要な情報が行きわたるよう、経済団体等と協

力し多岐にわたる中小企業支援施策に関する情報共有や相互ＰＲを進め、きめ

細かく周知を図るなど、ＰＲ体制を強化していく。 

85 



東京都中小企業振興ビジョンの概要 
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〇３つの大きな変化  
    【グローバル化の進展】     【ICT技術の広がり】       【人口の減少】 

 
 
 
 
 
〇社会経済の動き  
 ✓ 製造業における競争の激化   ✓ 産業構造の変化          ✓世界を目指す企業 
 ✓ サービス化の進展              ✓ ビッグデータ                ✓高齢化の影響 
 ✓ 経営面での新しい潮流      ✓ シェアリングエコノミー     ✓慢性的な人手不足 
 ✓ グローバル人材の活躍       ✓ 消費者の価値観の多様化 ✓働き方改革、多様性 
     ✓オープンイノベーションの機運の高まり         ✓厳しい地域経済 

        【５つの目指すべき姿】    

東京都中小企業振興ビジョン～未来の東京を創るⅤ戦略～の概要 

○都内中小企業が様々な時代の変化に的確に対応して輝き続けられるよう、中小企業振興 
  を総合的かつ計画的に進めるためのビジョンを作成 
○「都内産業の現状」や「３つの環境変化と社会経済の動き」の分析を踏まえ、「目指すべき 
  姿」や「達成目標」、「施策の方向性」などを明示 
○効果的な施策展開を実現するための取組についても取りまとめるとともに、２０２０年東京 
  大会開催後の先の未来を見据え、概ね１０年程度の期間をビジョンの対象    

１ 概 要 

（１）世界でも最大級を誇る東京の人口・経済規模 
 ○ 都人口：約1,300万人✓全国の約1割 ○ 都内総生産：約105兆円✓全国の約2割 

   ● 国内総生産に占める都内総生産の割合は低下 
（２） 多様な産業の集積 
 ○ものづくり中小企業、情報通信業が集積 ○大企業や大学等も多数立地  
 ● 製造業や卸売・小売事業所数は低下傾向  
（３） 産業を支える都市インフラ  
   ○充実した高度な都市インフラ  ●計画的な更新が必要   

２ 都内産業の現状 

３ ３つの環境変化と社会経済の動き 

４ ビジョンが目指すべき姿 

（１） 持続可能性のある経営を実現 

（３） 世界有数の起業しやすい都市へと発展 

（２） イノベーション創出や海外展開による力強い成長 

（４） 小規模企業の活躍等による地域力の向上 

（５） 多様な人材が中小企業で活躍 地   域  人   材 

企 業 の 基 盤 

起
業 

事
業
の 

 

成
長
・
発
展 
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安
定
・
継
続 

更
な
る
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業
の 

成
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※概念図 
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５ 達成目標及び５つの戦略と施策の方向性 

６ 効果的な施策展開を実現するために 

  

都内の黒字企業割合 

５０％超 

業績※成長の都内中小 

企業割合５５％以上 

都内の開業率 
１２％ 

都内全ての自治体の 
経済成長率※プラス 

都内企業（従業員30人 
以上）のテレワークの 

導入率７０％ 

戦略Ⅰ 経営マネジメントの強化 

戦略Ⅲ 起業エコシステムの創出 

戦略Ⅱ 中小企業の成長戦略の推進 

戦略Ⅳ 活力ある地域経済に向けた基盤整備 

戦略Ⅴ 人材力の強化と働き方改革の推進 

＜参考＞ 2016年度32.0％   
 東京都「東京都税務統計年報」 

＜参考＞ 2017年度45.5％ 
東京都「東京都中小企業の景況」 

＜参考＞ 2017年度5.9％   
 厚生労働省「雇用保険事業年報」 

＜参考＞ 2016年53％（33/62自治体）   
総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 

＜参考＞ 2018年度19.2％   
 東京都「多様な働き方に関する実態調査（テレワーク）」 

※ 区市町村ごとの付加価値額の伸び率 

※ 売上高の対前年度比 
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① 中小企業の成長を支える人材の確保と育成の強化  
② 中小企業における中核人材の育成促進  
③ 多様な働き方を実現する職場環境の整備 

① 地域のものづくり企業の集積を活かした産業の発展  
② 小規模企業の持続的発展に向けたきめ細かい支援  
③ 商店街の活力向上のためのサポート  
④ 多摩・島しょ地域のポテンシャルを活かした産業の活性化  
⑤ 地域金融機関等からの円滑な資金調達 

① 起業が身近な選択肢となる環境の形成  
② ベンチャー企業の育成支援  
③ 世界に通用するベンチャー企業を数多く 
  生み出す重点的な支援  
④ 女性の起業家等のより一層の活躍の後押し  
⑤ 質と量の両面からの着実な起業支援 

① 次世代型ものづくりのサポート   
② 革新的な製品やサービスの創出への支援  
③ オープンイノベーションの促進  
④ 社会的な課題解決に向けた開発への支援  
⑤ 中小企業の海外展開への後押し 

① ＩＣＴ化の推進や設備導入などによる生産性の向上 
② 販路開拓の強化    
③ 経営の安定化に向けた基盤づくり  
④ 危機発生時の事業継続に向けた対策の推進   
⑤ 円滑な事業承継のためのサポート 

① 中小企業の振興に関する条例の理念等の実現 
② 支援機関の強化 
③ 中小企業の利便性の向上 
④ 施策の認知度の向上  



 



参考資料 
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「東京都中小企業振興ビジョン」策定までの経過 

１ 中小企業の振興に関する新たなビジョンを策定することを発表 

 （２０１８年１月１９日） 

 中小企業の経営や働き手の実情などに詳しい様々な有識者による会議を設け、中小企 

業振興を中長期的な視点から計画的・総合的に展開する、今後概ね１０年間を対象とし

たビジョンを策定することを発表 

 

２ 東京の中小企業振興を考える有識者会議の開催 

 ・第１回会議（２０１８年２月１９日） 

  中小企業を取り巻く現状と都の施策 

 ・第２回会議（２０１８年４月２３日） 

  生産性向上・多様な働き方の推進に関する現状・課題 

 ・第３回会議（２０１８年５月２９日） 

  創業・事業承継に関する現状・課題 

  中小企業の振興を目的とした条例の現状                  

 ・第４回会議（２０１８年７月１１日） 

  新製品・サービスの創出に関する現状・課題 

  中小企業の振興を目的とした条例の骨格 

 ・第５回会議（２０１８年９月６日） 

  地域経済の活性化・人材力の強化に関する現状・課題 

  中長期ビジョン「中間のまとめ」(素案) 

  中小企業の振興を目的とした条例 

 ・第６回会議（２０１８年１１月12日） 

  経営の安定化に向けた支援、多摩・島しょ地域の活性化に関する現状・課題 

  中長期ビジョン「中間のまとめ」(案) 

  中小企業の振興を目的とした条例 

 

３ パブリックコメントの実施 

  実施期間 ２０１８年１１月１９日～１２月１８日 
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「中小企業振興に関する中長期ビジョン（仮称）中間のまとめ」 
に対する意見の概要 

 本ビジョンの策定にあたっては、「中小企業振興に関する中長期ビジョン(仮称) 中間

のまとめ」を2018年11月19日に公表し、都民をはじめとする皆様に対してご意見を募

集しました。頂いたご意見に対しては、必要に応じてビジョンに反映する他、今後の施策

展開の参考にさせていただきます。 

 

○都民等への意見募集 

 実施期間 ２０１８年１１月１９日から同年１２月１８日まで 
 受付方法 インターネット（電子申請）、郵送およびファクシミリ 
 受付数  ３２ 
 意見総数 ７５ 

意見・アイデアの概要 
ビジョンへの反映や 

関係箇所 

第１章 東京の中小企業を取り巻く環境とその変化  

 
○東京には一生懸命がんばっている中小企業やオンリーワンのノウハウ
を持つ企業などが集まっています。そうした中小企業の先進事例を紹
介してはいかがでしょうか。 
 

当面の施策展開 
Ｃｏｌｕｍｎ 

 
○多様な産業があり、しかも同一産業内部でも異なった小規模・中小企
業が東京には存在している。東京という地域の個性である現在の産業
集積を具体的に調査、把握するなど、更なる現状把握をすすめ、その
成果の上に振興施策の具体化をしていただきたい。 
 

Ｐ84 
③中小企業の利便性の向上 
（支援体制の充実） 

 
○現状：中小企業の雇用確保が難しくなってきている。 
○対応：企業における業務マニュアルの作成等の支援を行い、働く人の
質の統一や機械化等を推進。また、外部人材の活用の検討も推進。 
 

Ｐ78 
当面の施策展開①② 
（戦略的な人材の確保のため
の支援）など 

第２章 中小企業振興に向けた施策展開 

 （１）持続可能性のある経営を実現  

 
○中小・小規模事業者は、日々の業務遂行に追われ、ＩＣＴ等の導入に
は、導入のためのヒアリング調査から難色を示すケースが多いと思わ
れる。身近の支援機関等の職員がその導入の意義等を適切に説明し
ないと、簡単にはいかないと思われる。 
 

P32 
当面の施策展開① 
（ＩＣＴ化の推進による生産性
の向上） 

 
○②販路開拓の強化について、「国際展示場等の運営」とあるが、多摩
地域では、同様の施設運営は行わないのか？ 
 

Ｐ69 
当面の施策展開① 
（広域的な産業交流の活性
化） 
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意見・アイデアの概要 
ビジョンへの反映や 

関係箇所 

 
○創業のエコシステムには、民間の力を利用する記載がありました。 
事業承継を支援する場合も民間の力を利用してはいかがでしょうか。 
 

Ｐ36 
当面の施策展開⑤ 
（事業承継の実効に向けたき
め細かい支援）など 

 （２）イノベーションの創出や海外展開による力強い成長  

 
○政策目標の2つ目の成長している企業割合と言う目標については、ど
のようなものなのかよくわかりません。注釈をつけるとか説明をお願い
します。 
 

Ｐ24 
２ 達成目標 
（２）イノベーション創出や海
外展開による力強い成長 

 
○既に工業系大学では、既存企業との交流を行っているとの声を聞い
たことがあり、新規の中小・小規模事業者が参入するのが難しいと聞
いたことがある。 
革新的なノウハウや製品開発力を持つ事業者は、必ずいるので、まさ
にオープンにイノベーションできる環境は、整備していただきたい。 
 

Ｐ47 
当面の施策展開③ 
（オープンイノベーションの促
進） 

 （３）世界有数の起業しやすい都市へと発展  

 
○戦略3の見出しに「起業」が使われているが、施策①には「創業」が使
われており、イメージしづらい。 
 

Ｐ25 
３ 中小企業の振興に向けた
施策体系 
①起業が身近な選択肢とな
る環境の形成など 

 
○ 「アントレプレナーシップ」や「アクセラレーター」について、当該用語
に都民は、全くなじみがない。 
 

Ｐ52 
10年後の中小企業像など 

 
○女性で起業を志す方は、子育て世代に多く、現実には「おうち創業」
的な方が非常に多い。「世界の市場における販路の拡大」と言われて
も、それを実行できる方は極少数であり、限定的な支援になるのでは
ないか。 
 

Ｐ59 
当面の施策展開② 
（女性や高齢者などへの起業
支援） 

 （４）小規模企業の活躍等による地域力の向上  

 
○創業支援拠点の整備を検討とあるが、大規模工場の撤退が相次いで
いる多摩地域を、ものづくり中小・小規模企業の集積地として、再生さ
せ、新しい産業を芽生えさせる施策をお願いします。例えば、国内や
海外の企業が活動する新たな中小企業向け拠点(ものづくりとインキュ
ベーションの機能を併せ持つ施設)の整備について検討されたい。 
 

Ｐ69 
当面の施策展開① 
地域のものづくり企業の集積
を活かした産業の発展 

 （５）多様な人材が中小企業で活躍  

 
○製造業が人材を必要としている昨今、なかなか人が集まらないという
状況です。中には倒産したり廃業する企業もあると思います。そのこと
によって失業した人材をすぐに受け入れられるような方法をシンクタン
クを活用するなどして取り組めたら良いかと考えます。 
 

Ｐ78 
当面の施策展開① 
（総合的なサポート） 
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意見・アイデアの概要 
ビジョンへの反映や 

関係箇所 

 
○東京都には人材を育成するための施設として職業訓練校があると思
います。この施設を中小企業の人材育成にもっと使うことができるよう
支援の充実をお願いします。 
 

Ｐ79 
当面の施策展開① 
（人材育成のための訓練の場
の提供） 

 
○小規模事業所の従業員は、そもそも身内が労働者として働いている
事業所が多く、働き方改革を推進すると事業として成り立たなくなり継
続が危ぶまれる。そのため小規模事業所に対しては職場環境の整備
に向けた事例を提示する等、配慮する必要がある。 
 

Ｐ80 
当面の施策展開③ 
（働き方改革の一層の推進） 

効果的な施策展開を実現するために  

 
○中小企業の経営者からは、様々な施策があるのはわかっているが、自
社が使用できるものかどうかがわかりづらく、要件を確認するのが手間
になっているとの声を聞きます。業種別や規模別等による区分を設定
することにより、施策の対象を理解しやすいような工夫があると施策の
認知度の向上につながるかと存じます。 
 

Ｐ85 
具体的な取組内容④ 
（事業内容のより分かりやす
い発信） 
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その他のご意見など 
ビジョンへの反映や 

関係箇所 
 

○経営マネジメントについて考えるとき確かに利益は大切な視点です。
そのため政策目標として掲げることに意義はあります。しかし顧客を大
事に考え、顧客を創造し、その結果として利益がついて目標達成する
ことが重要だと思います。そのため5つの目標を総合的に達成していく
ことがとても重要だと考えます。 
 

Ｐ84 
具体的な取組内容① 
（施策のＰＤＣＡの徹底） 

 
○人口減少のため、外国人の雇用は必須ですが、会社を経営する側と
しては、外国人を採用し定着させるコストが大きい。 
 

Ｐ78 
当面の施策展開① 
（戦略的な人材の確保のため
の支援） 



東京都中小企業・小規模企業振興条例 
平成30年12月27日 

 東京都条例第117号 
 

   東京は、世界有数の経済都市であり、日本の首都として、我が国の経済を支えている。政治、経済、文化
等の諸機能が高密度に集積した都市部だけでなく、自然に恵まれ、一層の産業発展の可能性を有する多
摩地域や島しょ地域があり、それぞれの特色を生かした事業活動が活発に行われている。 
   これまで、東京の中小企業及び小規模企業は、たゆまぬ努力と創意工夫により培われた高度な技術や
サービス提供の力を基礎として、多様な事業活動を展開し、地域社会を活性化させ、雇用の場を創出する
とともに、都民の暮らしや地域の経済を支える上で重要な役割を果たしてきた。 
    しかし、少子高齢化や人口構造の変化、さらには経済活動の国際化、科学技術の進展等により、経営
環境が急速に変化する中で、中小企業及び小規模企業は、様々な課題を解決しなければならない状況に
直面している。 
   このため、東京が、将来にわたり日本の各地域と共存共栄の関係に立ち、持続的に成長する都市として、
国際的にも存在感を示し続けるためには、東京の特徴である多様性を踏まえ、中小企業者及び小規模企
業者による経営の改善及び向上に向けた意欲的な取組に対し、的確な支援を行うことにより、その振興を
図ることが必要である。 
   ここに、中小企業及び小規模企業の振興を都政の重要課題として位置付け、施策を総合的に推進する
ため、この条例を制定する。 
 
 （目的） 
第一条   この条例は、中小企業（小規模企業を含む。以下同じ。） の振興について、基本理念を定めると 
    ともに、東京都（ 以下「都」という。） の施策の基本方針並びに都及び中小企業者の責務並びにそ 
    の他の関係者の役割を明らかにすることにより、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進し、 
    もって都の経済の持続的な発展及び都民生活の向上に寄与することを目的とする。 
 （定義） 
第二条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
  一    中小企業者 中小企業基本法（ 昭和三十八年法律第百五十四号） 第二条第一項に規定する中 
        小企業者をいう。 
  二   中小企業関係団体 商工会議所、商工会、中小企業団体中央会、商店街振興組合連合会、労働 
        団体その他中小企業に関する団体をいう。 
  三   金融機関等 銀行、信用金庫、信用協同組合その他金融業を行う者及び信用保証協会をいう。 
  四   大企業者 中小企業者以外の事業者（会社及び個人に限る。） をいう。 
  五   大学等 大学、高等専門学校その他教育研究機関をいう。 
 （基本理念） 
第三条  中小企業の振興は、中小企業者による経営の改善及び向上を図るための自主的な努力を促進  
   することを旨として推進されなければならない。 
２  中小企業の振興は、中小企業者が多様な分野における特色ある事業活動を通じて、地域経済の活     
   性化を促進し、就業の機会を増大させる等地域社会の発展及び地域住民の生活の向上に貢献する重 
   要な存在であるという認識の下に推進されなければならない。 
３  中小企業の振興は、都、中小企業者、中小企業関係団体、金融機関等、大企業者、大学等、区市町 
  村（特別区及び市町村をいう。以下同じ。） 等が相互に連携し、及び協力することにより推進されなけれ 
    ばならない。 
４    小規模企業の振興は、小規模企業者（中小企業者のうち、中小企業基本法第二条第五項に規定する 
   小規模企業者をいう。）の経営の規模及び形態を踏まえて、その経営資源の有効な活用が図られるとと 
   もに、多様な主体との連携及び協力により、その事業の持続的な成長発展につながるように推進されな 
   ければならない。 
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 （都の責務及び施策の基本方針） 
第四条  都は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、中小企業の振興に関する施策を総 
  合的に実施する責務を有する。 
２     都は、次に掲げる基本方針に基づき、中小企業の振興に関する施策を実施するものとする。 
  一   中小企業の経営基盤の強化及び事業承継の円滑化を図ること。 
  二   中小企業の創業の促進を図ること。 
  三   中小企業の販路開拓の促進を図ること。 
  四   中小企業の国際的視点に立った事業展開の促進を図ること。 
  五   中小企業の資金調達の円滑化を図ること。 
  六   中小企業の人材の確保及び育成を図ること。 
  七   中小企業における働きやすい職場環境の整備の促進を図ること。 
   八  中小企業における新たな技術の開発及びサービスの創出並びに知的財産の保護及び活用の促    
       進を図ること。  
  九    産業集積、自然環境等の地域の特性及び資源を生かした中小企業の事業活動の促進を図ること。 
 （中小企業者の責務） 
第五条   中小企業者は、基本理念にのっとり、経済的社会的環境の変化に即応してその事業の成長発展 
   を図るため、自主的にその経営の改善及び向上を図るよう努めるものとする。 
２ 中小企業者は、人材の育成及び雇用環境の整備に努めるものとする。  
 （中小企業関係団体の協力） 
第六条  中小企業関係団体は、基本理念にのっとり、中小企業の経営の改善及び向上に対して、主体的 
 かつ積極的に取り組むとともに、都が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものと 
 する。 
  （金融機関等の協力） 
第七条 金融機関等は、基本理念にのっとり、中小企業に対し、資金の円滑な供給、経営の支援その他の 
  必要な協力を行うとともに、都が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。   
 （大企業者の協力） 
第八条 大企業者は、基本理念にのっとり、都民生活並びに地域の経済及び社会において重要な存在で 
   ある中小企業の事業活動について理解を深めるとともに、都が実施する中小企業の振興に関する施策 
   に協力するよう努めるものとする。 
 （大学等の協力） 
第九条 大学等は、基本理念にのっとり、人材の育成並びに産学の連携を通じて中小企業者が行う新たな 
   技術の開発及びサービスの創出に対する助言等を行うとともに、都が実施する中小企業の振興に関する 
   施策に協力するよう努めるものとする。 
 （区市町村の協力） 
第十条 区市町村は、基本理念にのっとり、都が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するととも 
  に、自ら地域の特性等を生かした中小企業の振興に取り組むよう努めるものとする。 
 （都民の理解及び協力） 
第十一条 都民は、中小企業の振興の重要性について理解を深めるとともに、都が実施する中小企業の 
  振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
  （中小企業者等の意見の反映） 
第十二条 都は、中小企業の振興に関する施策を効果的に推進するため、中小企業の振興に関する施策 
   の実施及び当該実施状況等の検証に当たっては、中小企業者、中小企業関係団体等の意見を聴き、 
   施策に反映するよう努めるものとする。 
 （財政上の措置） 
第十三条 都は、中小企業の振興に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努める 
    ものとする。 
  
   附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 
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